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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも８のｐＨを有する使用溶液を提供するのに有効な量のアルカリ源；
　１～２０重量％の界面活性剤又は界面活性剤系を含む洗浄剤；
　１０～８０重量％の固化剤；及び
　少なくとも０．２重量％の分岐鎖脂肪酸分解剤；
を含み、
　少なくとも１５ｇ／分の、６８．３℃で４０００ｍＬの水溶液に触れたときの溶解速度
を有する、固形洗剤組成物であって、
　該分岐鎖脂肪酸分解剤は、イソノナン酸ナトリウム、イソノナン酸、イソオクタン酸ナ
トリウム、イソオクタン酸、ネオデカン酸ナトリウム、ネオデカン酸、ネオペンタン酸ナ
トリウム、ネオヘプタン酸ナトリウム、ネオヘプタン酸、３，５，５－トリメチルヘキサ
ン酸、６－メチル－ヘプタン酸、２，２－ジメチルオクタン酸、ネオペンタン酸（２，２
－ジメチルプロパン酸）、２，２－ジメチルペンタン酸、及びこれらの塩、又はこれらの
混合物の群から選択され、
　該固化剤は、炭酸ナトリウム、水酸化ナトリウム若しくはメタケイ酸ナトリウム、又は
これらの組み合わせを含み、
　該固形洗剤組成物は、少なくとも５重量％の該アルカリ源を含み、かつ
　該固形洗剤組成物は、粉末の形態ではない、
固形洗剤組成物。
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【請求項２】
　分岐鎖脂肪酸分解剤は、イソノナン酸、イソオクタン酸、ネオデカン酸、ネオペンタン
酸、又はこれらの組み合わせの群から選択される、請求項１に記載の固形洗剤組成物。
【請求項３】
　分岐鎖脂肪酸分解剤が、イソノナン酸ナトリウムである、請求項１に記載の固形洗剤組
成物。
【請求項４】
　０．５重量％～２０重量％の分岐鎖脂肪酸分解剤を含む、請求項１に記載の固形洗剤組
成物。
【請求項５】
　全組成物が、２０～４０重量％の炭酸ナトリウム及び１５～４０重量％の水酸化ナトリ
ウムを有する、請求項１に記載の固形洗剤組成物。
【請求項６】
　固化剤は、少なくとも３０重量％の水酸化ナトリウムを含む、請求項１に記載の固形洗
剤組成物。
【請求項７】
　溶解速度は、少なくとも３０ｇ／分である、請求項１に記載の固形洗剤組成物。
【請求項８】
　固形洗剤組成物が、少なくとも５ｋｇのブロックの形態である、請求項１に記載の固形
洗剤組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固形洗剤組成物、例えば、製品及び／又は硬表面洗浄組成物、洗い流し助剤
、殺菌添加剤、洗濯洗剤及びコンベヤ潤滑剤に関し、それらは洗浄剤、速い溶解のための
分岐鎖脂肪酸分解剤、及び所望により洗浄補助剤などの添加剤を含む。
【背景技術】
【０００２】
　固形アルカリ性洗剤組成物が、家庭用及び工業用皿洗い、衣料品の洗濯並びに一般的な
表面洗浄に広く使われる。より大量の消費された洗浄組成物は、固形微粒子、錠剤又はペ
レット及び固形ブロックからなる。固形組成物は、それらの改良された取り扱い性及び安
全性、輸送及び貯蔵中の成分分離物の除去並びに組成物内の有効成分の増加した濃度ゆえ
に有利である。典型的には、これらの洗剤組成物は、アルカリ金属の水酸化物、炭酸塩、
重炭酸塩、ケイ酸塩又はそれらの混合物などのアルカリ源並びに硬度封鎖剤又はビルダー
を、それらの主要な洗浄成分として含む。硬度封鎖剤は、アルカリ金属ビルダー塩及び洗
剤の沈殿に関与する金属カチオンと配位結合するか、さもなければ錯形成することにより
、洗浄水を調整するように機能する。アルカリ成分は、酸性及びタンパク性汚物を分解す
ることにより、組成物に洗浄力を与える。
【０００３】
　固形洗剤は、水で固形洗剤を溶かすことにより通常使用される。例えば、洗濯用途には
水スプレー式ディスペンサーを使用してよい。ディスペンサーでは、洗剤は、洗濯機内の
洗浄水に加えられて洗浄溶液を形成する洗剤濃縮液を与える水の大部分と合わせられる。
別の用途では、洗剤濃縮液はそのまま使用され、一般に使用溶液と呼ばれる。使用溶液又
は洗浄液は、汚れた製品と接触したとき、製品から汚物を首尾よく除去する。そのような
洗浄力は、洗剤を製造するのに使われるアルカリ源から通常得られる。具体的には、米国
特許第４，５９５，５２０号、第４，６８０，１３４号、第６，１７７，３９２号、及び
第６，１５０，３２４号が、各種の用途の固化技術の使用を示す。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　これらの用途に有効であるために、固形洗剤の成分が利用される水媒体に容易に溶解し
、それらの成分が洗剤濃縮液及び使用溶液に安定であることが必要である。本願発明は、
錠剤若しくはブロックの溶解速度を向上させるだけでなく、可溶化固形洗剤組成物の洗浄
能力を強化する新規組成物及び方法に関する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本願発明は、類似組成物の他の固形組成物よりも速く溶けて使用溶液になるだけでなく
、強化された洗浄能力を有する、固形洗剤組成物を含む。本願発明は、固体の溶解速度を
増加させる固形洗剤組成物中の分岐鎖脂肪酸分解剤の使用を開示する。さらに、分岐鎖脂
肪酸分解剤の使用は、使用溶液の洗浄作用を向上させる。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　本明細書では、全ての数値は、明示されているものであろうとなかろうと、用語「約」
で修飾されていると考えられる。通常、用語「約」とは、当業者が引用された値と等しい
（すなわち、同じ機能又は結果を有している）と考えたであろう数値範囲をいう。多くの
場合、用語「約」は、最も近い有効桁数まで四捨五入される数字を含んでよい。
【０００７】
　重量％（Ｗｅｉｇｈｔ　ｐｅｒｃｅｎｔ）、重量％（ｐｅｒｃｅｎｔ　ｂｙ　ｗｅｉｇ
ｈｔ）、重量％（ｗｔ％）、重量％（ｗｔ－％）、重量％（％　ｂｙ　ｗｅｉｇｈｔ）な
どは、組成物の重量で割られて１００をかけられた物質の重量として、物質の濃度を表す
同義語である。本願では、用語「重量％（ｗｔ．％）」とは、別に明記されない限り、固
形洗剤組成物の全重量に対する指定された成分の重量百分率をいう。個別の成分の重量百
分率は、他に特記されない限り、成分が水溶液として又は液状予混合物中に与えられると
しても、その成分が与えられた水分を含まない。
【０００８】
　両端による数値範囲の詳細は、範囲内の全ての数（例えば、１～５は、１、１．５、２
、２．７５、３、３．８０、４、及び５を含む）を含む。
【０００９】
　この明細書及び添付の特許請求の範囲では、単数形「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」
は、内容が明らかに別の意味を示さない限り、複数の指示対象を含む。この明細書及び添
付の特許請求の範囲では、用語「又は／若しくは（ｏｒ）」は、内容が明らかに別の意味
を示さない限り、「及び／又は（ａｎｄ／ｏｒ）」を含む意味で通常使用される。
【００１０】
　本開示による固形洗剤組成物は速溶性である。典型的には、本明細書で開示された固形
洗剤組成物は、水溶液と接触して速く及び完全に溶解し、安定な使用溶液になる。安定な
使用溶液は、目視検査では何の固体も含まない。
【００１１】
　固形洗剤組成物は、汚物を除去させる有効量の洗浄剤及びアルカリ源、組成物を結合さ
せる固化剤、並びに固形洗剤組成物の使用水溶液への溶解性を向上させる分岐鎖脂肪酸分
解剤を含む。洗浄剤は、水溶液に分散又は溶解させて基材から汚物を除去するために基材
に塗布するときに汚物除去性を与える任意の成分を含むことができる。典型的には、洗浄
剤は、少なくとも１つの界面活性剤、及びアルカリ源を含む。ある実施形態では、好まし
くは、洗浄剤は界面活性剤又は界面活性剤系、アルカリ源、水質調整剤、及び酵素を含む
。幾つかの実施形態では、固化剤は、実際には無機物であり、所望によりアルカリ源とし
て機能してもよい。ある実施形態では、固化剤としては、水酸化ナトリウム、炭酸ナトリ
ウム若しくは灰、及びメタケイ酸ナトリウム、又はそれらの組み合わせが挙げられる。
【００１２】
　本開示による固形洗剤組成物は、例えば、固体、ペレット、ブロック、及び錠剤などの
、各種のキャスト又は押し出しされた形態を包含するが、粉末を含まない。当然のことな
がら、用語「固体／固形（ｓｏｌｉｄ）」とは、固形洗剤組成物の貯蔵及び使用の予想さ
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好ましくは１２０°Ｆを超える温度で供給されたときに固体のままであると予期される。
【００１３】
　ある実施形態では、固形洗剤組成物は単位容量の形態で与えられる。単位容量とは、全
単位が一回の洗浄サイクル中に使われるような大きさの固形洗剤組成物単位をいう。固形
洗剤組成物が単位容量で与えられるとき、約１ｇ～約５０ｇの大きさのキャスト固体、押
し出しペレット、又は錠剤として与えられるのが好ましい。他の実施形態では、５０ｇ～
２５０ｇの大きさのキャスト固体、押し出しペレット、若しくは錠剤、又は約１００ｇ以
上の重量の押し出し固体である。さらに、当然のことながら、固形洗剤組成物は、複数の
固体が約４０ｇ～約１１，０００ｇの大きさの小包体で入手できるように、キャスト固体
、押し出しペレット、又は錠剤として与えられる。
【００１４】
　他の実施形態では、固形洗剤組成物は、ブロック又は複数のペレットなどの、複数用途
の固体の形態で与えられ、繰り返して使われて、複数の洗浄サイクル用水性洗剤組成物を
生むことができる。ある実施形態では、固形洗剤組成物は、約５ｇ～１０ｋｇの質量を有
するキャスト固体、押し出しブロック、又は錠剤として与えられる。ある実施形態では、
固形洗剤組成物の複数用途形態は、約１～１０ｋｇの質量を有する。さらなる実施形態で
は、固形洗剤組成物の複数用途形態は、約５ｋｇ～約８ｋｇの質量を有する。他の実施形
態では、固形洗剤組成物の複数用途形態は、約５ｇ～約１ｋｇ、又は約５ｇ～約５００ｇ
の質量を有する。
【００１５】
　分岐鎖脂肪酸分解剤
　本願発明の固形洗剤組成物は分岐鎖脂肪酸分解剤を含む。分岐鎖脂肪酸分解剤は、本明
細書では固形製品の溶解速度を向上させる固形洗剤製品に対する添加剤として定義される
。さらに、分岐鎖脂肪酸分解剤は、使用水溶液の表面張力を下げて、使用溶液を汚物中に
より良好に浸入させることにより固形製品の洗浄能力を強化でき、そして溶解度向上剤と
して機能して固形洗剤組成物及び使用溶液を安定化できる。
【００１６】
　本願発明に有用な分岐鎖脂肪酸分解剤としては、Ｃ5～Ｃ20分岐鎖脂肪酸及びそれらの
塩が挙げられる。代表的な分岐鎖構造は、イソ－、ネオ－、ｓｅｃ－又はｔｅｒｔ－とし
て記述され得る。多くの実施形態では、分岐鎖脂肪酸分解剤は、主アルキル鎖から分かれ
た１個以上のアルキル分岐鎖を含む飽和Ｃ5～Ｃ18脂肪酸である。ある実施形態では、分
岐鎖脂肪酸分解剤は、主アルキル鎖から分かれた１個又は２個のメチル分岐鎖を含む飽和
Ｃ5～Ｃ18脂肪酸である。適切な分岐鎖脂肪酸分解剤の例は、イソノナン酸ナトリウム、
イソノナン酸、イソオクタン酸ナトリウム、イソオクタン酸、ネオデカン酸ナトリウム、
ネオデカン酸、ネオペンタン酸ナトリウム、ネオペンタン酸、ネオヘプタン酸ナトリウム
、ネオヘプタン酸、下記の酸及びそれらの塩のいずれか、又はこれらの混合物である。
【００１７】
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【化１】

【００１８】
　本願発明の固形洗剤組成物は、少なくとも０．２重量％の分岐鎖脂肪酸分解剤を含む。
ある実施形態では、固形洗剤組成物は、０．２重量％～５重量％の分岐鎖脂肪酸分解剤を
含む。他の実施形態では、固形洗剤組成物は、０．２重量％～２０重量％の分岐鎖脂肪酸
分解剤を含む。より大量の分岐鎖脂肪酸分解剤は、例えば＞５重量％では、分岐鎖脂肪酸
分解剤が溶解度向上剤、界面活性剤及び／又は洗剤成分としても機能する固形洗剤組成物
に有用である。
【００１９】
　有機洗剤、界面活性剤又は洗浄剤
　組成物は、好ましくは、界面活性剤又は界面活性剤系である少なくとも１つの洗浄剤を
含むことができる。用語「界面活性剤系」とは、少なくとも２つの界面活性剤の混合物を
いう。アニオン性、非イオン性、カチオン性、及び両イオン性界面活性剤などの、各種の
界面活性剤を固形洗剤組成物に使用できる。
【００２０】
　使用され得る典型的な界面活性剤は、複数の情報源から入手できる。界面活性剤につい
て検討するには、「Ｋｉｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ，Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」、第３版、ｖｏｌｕｍｅ８、ｐ．９００－９１２（
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界面活性剤の開示内容は参照により本明細書に援用される）を参照のこと。固形洗剤組成
物が洗浄剤を含むとき、洗浄剤は、望ましい水準の洗浄を提供するのに有効な量で供給さ
れ得る。
【００２１】
　ある実施形態では、固形洗剤組成物は、界面活性剤又は界面活性剤系を望ましい水準の
洗浄を提供するのに有効な量で含む。好ましくは、固形洗剤組成物は、約０．４０重量％
の、より好ましくは約１重量％～約２０重量％の界面活性剤又は界面活性剤系を含む。
【００２２】
　本願の固形洗剤組成物に有用なアニオン性界面活性剤としては、例えば、アルキルカル
ボキシレート（カルボン酸塩）及びポリアルコキシカルボキシレート、アルコールエトキ
シレートカルボキシレート、ノニルフェノールエトキシレートカルボキシレートなどのカ
ルボキシレート；アルキルスルホネート、アルキルベンゼンスルホネート、アルキルアリ
ールスルホネート、スルホン化脂肪酸エステルなどの、スルホネート；硫酸化アルコール
、硫酸化アルコールエトキシレート、硫酸化アルキルフェノール、アルキルサルフェート
、スルホコハク酸塩、硫酸アルキルエーテルなどの、サルフェート；及びアルキルリン酸
エステルなどの、リン酸エステルが挙げられる。好ましいアニオン性物質は、アルキルア
リールスルホン酸ナトリウム、α－オレフィンスルホネート、及び脂肪酸アルコールサル
フェートである。
【００２３】
　固形洗剤組成物がアニオン性界面活性剤を含むとき、好ましくは、アニオン性界面活性
剤は約０．１重量％より大きくて約４０重量％以下の量で与えられる。
【００２４】
　固形洗剤組成物に有用な非イオン性界面活性剤としては、ポリアルキレンオキシドポリ
マーを界面活性剤分子の一部分として有するものが挙げられる。そのような非イオン性界
面活性剤としては、例えば、塩素－、ベンジル－、メチル－、エチル－、プロピル－、ブ
チル－及び他のアルキルでキャッピングされた脂肪酸のポリエチレングリコールエーテル
；アルキルポリグリコシドなどの、ポリアルキレンオキシド遊離非イオン性物質；ソルビ
タン及びスクロースエステル並びにそれらのエトキシレート；アルコキシル化エチレンジ
アミン；アルコールエトキシレートプロポキシレート、アルコールプロポキシレート、ア
ルコールプロポキシレートエトキシレートプロポキシレート、アルコールエトキシレート
ブトキシレートなどの、アルコールアルコキシレート；ノニルフェノールエトキシレート
、ポリオキシエチレングリコールエーテルなど；グリセロールエステル、ポリオキシエチ
レンエステル、脂肪酸のエトキシル化されたグリコールエステルなどのカルボン酸エステ
ル；ジエタノールアミン濃縮物、モノアルカノールアミン濃縮物、ポリオキシエチレン脂
肪酸アミドなどの、カルボン酸アミド；そして登録商標プルロニック（ＰＬＵＲＯＮＩＣ
）（ＢＡＳＦ－ワイアンドット（Ｗｙａｎｄｏｔｔｅ）社）として入手できるものなどの
エチレンオキシド／プロピレンオキシドブロックコポリマーを含むポリアルキレンオキシ
ドブロックコポリマー；そして非イオン性化合物に類似する他の物質が挙げられる。ＡＢ
ＩＬ　Ｂ８８５２などのシリコーン界面活性剤を使用してもよい。
【００２５】
　固形洗剤組成物が非イオン性界面活性剤を含むとき、非イオン性界面活性剤は、好まし
くは約０．１重量％より大きくて約２０重量％以下の量で供給され得る。
【００２６】
　殺菌又は布帛軟化用洗浄組成物に含有させるのに有用なカチオン性界面活性剤としては
、Ｃ18アルキル又はアルケニル鎖を有する一級、二級及び三級モノアミン、エトキシル化
アルキルアミン、エチレンジアミンのアルコキシレートなどのアミン、１－（２－ヒドロ
キシエチル）－２－イミダゾリン、２－アルキル－１－（２－ヒドロキシエチル）－２－
イミダゾリンなどのイミダゾール；そして四級アンモニウム塩、例えば、塩化ｎ－アルキ
ル（Ｃ12－Ｃ18）ジメチルベンジルアンモニウム、塩化ｎ－テトラデシルジメチルベンジ
ルアンモニウム一水和物、塩化ジメチル－１－ナフチルメチルアンモニウムなどのナフタ
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レン置換された四級アンモニウム塩化物などの、塩化アルキル四級アンモニウム界面活性
剤；そして他の類似のカチオン性界面活性剤が挙げられる。
【００２７】
　固形洗剤組成物がカチオン性界面活性剤を含むとき、カチオン性界面活性剤は、好まし
くは、約０．１重量％より大きくて約２０重量％以下の量で与えられる。
【００２８】
　固形洗剤組成物に使用され得る両イオン性界面活性剤としては、ベタイン、イミダゾリ
ン、及びプロピオネートが挙げられる。固形洗剤組成物は、自動皿洗い若しくは製品洗浄
、又は衣料用洗濯機に使われるためのものでよいから、選択された界面活性剤は、もし任
意の界面活性剤が使用されるならば、皿洗い又は製品洗濯機内で使われるときに合格水準
の発泡を生じさせるものでよい。当然ながら、自動皿洗い又は製品洗濯機で用いる固形洗
剤組成物は、低発泡性組成物と通常見なされる。
【００２９】
　界面活性剤は、低発泡性を生じさせるように選択され得る。望ましい水準の洗浄活性を
与える低発泡界面活性剤が、大量の発泡の存在が問題になることがある皿洗い機などの環
境では有利であると分かる。低発泡界面活性剤の選択に加えて、脱泡剤を利用して泡の発
生を減らすことができると分かる。それ故に、低発泡界面活性剤とみなされる界面活性剤
だけでなく他の界面活性剤を固形洗剤組成物内で使用でき、発泡の水準を脱泡剤の追加に
より制御できる。
【００３０】
　固形洗剤組成物は、界面活性剤又は界面活性剤系を約０．０５重量％～約２０重量％、
約０．５重量％～約１５重量％、約１重量％～約１５重量％、約１．５重量％～約１０重
量％、及び約２重量％～約５重量％の範囲で含む。濃縮物中の界面活性剤の追加の典型的
な範囲としては、約０．５重量％～約５重量％、及び約１重量％～約３重量％が挙げられ
る。
【００３１】
　無機洗剤又はアルカリ源
　本発明による固形洗剤組成物は、基材の洗浄を強化して、本組成物の汚物除去性能を向
上させるのに有効な量の１個以上のアルカリ源を含む。一般に、１個以上のアルカリ源の
有効量は、少なくとも約８のｐＨを有する使用組成物を与える量と見なすべきである。使
用組成物が約８～約１０のｐＨを有するとき、それは弱アルカリ性と見なされ、ｐＨが約
１２を超えるとき、使用組成物が苛性であると見なすことができる。一般に、弱アルカリ
性洗浄組成物は苛性系使用組成物よりも安全であると見なされるから、使用組成物を弱ア
ルカリ性洗浄組成物として提供することが望ましい。
【００３２】
　固形洗剤組成物は、アルカリ金属炭酸塩及び／又はアルカリ金属水酸化物を含むことが
できる。使用され得る典型的な金属炭酸塩としては、例えば、ナトリウム又はカリウムの
炭酸塩、重炭酸塩、セスキ炭酸塩、これらの混合物が挙げられる。使用され得る典型的な
アルカリ金属水酸化物としては、例えば、水酸化ナトリウム又はカリウムが挙げられる。
アルカリ金属水酸化物を固体ビーズの形態で、水溶液に溶解させた状態で、又はこれらの
組み合わせで、組成物に加えてよい。アルカリ金属水酸化物は、約１２～１００Ｕ．Ｓ．
メッシュの粒径の混合物を有する顆粒固体又はビーズ中の固体として、又は水溶液として
、例えば、５０重量％及び７３重量％溶液として入手できる。
【００３３】
　固形洗剤組成物は、少なくとも約８のｐＨを有する使用組成物を提供するのに十分な量
のアルカリ源を含むことができる。アルカリ源は、好ましくは基材の洗浄を強化し、組成
物の汚物除去性能を向上させる量である。一般に、濃縮物は少なくとも約５重量％、少な
くとも約１０重量％、又は少なくとも約１５重量％のアルカリ源を含むであろうと分かる
。固形洗剤組成物は、約１０重量％～約８０重量％、好ましくは約１５重量％～約７０重
量％、さらに好ましくは約２０重量％～約６０重量％のアルカリ源を含むことができる。
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アルカリ源は、アニオン性界面活性剤を中和する量で追加的に与えられ、そして組成物の
固化に役立つように使用されてよい。
【００３４】
　濃縮物の他の成分に十分な空きを与えるために、アルカリ源は、濃縮物に約６０重量％
未満の量で供給され得る。さらに、アルカリ源は、約４０重量％未満、約３０重量％未満
、又は約２０重量％未満の濃度で供給され得る。ある実施形態では、固形洗剤組成物が、
約８を下回るｐＨ水準で有用な使用組成物を提供するであろうと分かる。そのような組成
物では、アルカリ源を省略してよく、また追加のｐＨ調整剤を使用して所望のｐＨを有す
る使用組成物を提供してよい。それ故に、当然のことながら、アルカリ源は任意の成分と
して特徴付けられる。
【００３５】
　幾つかの実施形態では、固化剤は、実際には無機物であり、所望により、アルカリ源と
して機能してもよい。ある実施形態では、固化剤としては、水酸化ナトリウム、炭酸ナト
リウム若しくは灰、及びメタケイ酸ナトリウム、又はそれらの組み合わせが挙げられる。
【００３６】
　固化剤
　固化剤は、好ましくは、固形洗剤組成物に分散されたまま提供され、同時に洗剤組成物
を結合して、固形洗剤組成物を提供する。固化剤は、結合剤とも呼ばれ、ＰＥＧなどの硬
化剤を包含してよい。本発明による結合剤は、組成物を形成している固形洗剤の第一の結
合剤として又は第二の結合剤として使用され得る。用語「第一の結合剤」とは、洗剤組成
物の固化を引き起こす第一種である結合剤をいう。用語「第二の結合剤」とは、別の第一
の結合剤との併用で補助的な結合剤として機能する結合剤をいう。第二の結合剤を使用し
て、洗剤組成物の固化を強化する及び／又は洗剤組成物の固化を促進させるのに役立てて
よい。本発明の結合剤成分を第二の結合剤成分として使用することは、第一の結合剤成分
が望ましい速度で洗剤組成物を固化しない場合に有用である。それ故に、第二の結合剤成
分を使用して、固化工程を促進させるのに役立ててよい。
【００３７】
　固形洗剤組成物は、好ましくは、約１０重量％～約８０重量％の結合剤、又は約１重量
％～約４０重量％の結合剤、及び固化に必要な水和を生じさせるのに十分な水を含む組成
物を用意することにより、調製される。ある実施形態では、結合剤がアルカリ源としての
機能を果たしてもよい。
【００３８】
　次の特許は、本願発明の固形洗剤組成物に利用してよい固化、結合及び／又は硬化剤並
びに方法の様々な組み合わせを開示する。次の米国特許明細書が参照により本明細書に援
用される：米国特許第７，１５３，８２０号；米国特許第７，０９４，７４６号；米国特
許第７，０８７，５６９号；米国特許第７，０３７，８８６号；米国特許第６，８３１，
０５４号；米国特許第６，７３０，６５３号；米国特許第６，６６０，７０７号；米国特
許第６，６５３，２６６号；米国特許第６，５８３，０９４号；米国特許第６，４１０，
４９５号；米国特許第６，２５８，７６５号；米国特許第６，１７７，３９２号；米国特
許第６，１５６，７１５号；米国特許第５，８５８，２９９号；米国特許第５，３１６，
６８８号；米国特許第５，２３４，６１５号；米国特許第５，１９８，１９８号；米国特
許第５，０７８，３０１号；米国特許第４，５９５，５２０号；米国特許第４，６８０，
１３４号；米国特許再発行第３２，７６３号明細書；及び米国特許再発行第３２８１８号
である。
【００３９】
　ある実施形態では、固形洗剤組成物は、固形組成物の固化のために、約１０～８０重量
％の炭酸ナトリウム（Ｎａ2ＣＯ3）、水酸化ナトリウム（ＮａＯＨ）、若しくはメタケイ
酸ナトリウム、又はこれらの組み合わせを含む。固形洗剤組成物は、カリウム塩を含む有
効量の有機ホスホネート硬度封鎖剤を含んでもよい。ある実施形態では、固形洗剤組成物
は、約１０～４０重量％の炭酸ナトリウム、さらなる実施形態では２０～４０重量％の炭
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酸ナトリウムを含む。特定のさらなる実施形態では、固形洗剤組成物は、約２０～４０重
量％の炭酸ナトリウム及び１５～４０重量％の水酸化ナトリウムを含む。
【００４０】
　幾つかの実施形態では、大量の水酸化ナトリウムを含む固形洗剤組成物がキャストされ
、固化される。例えば、水酸化ナトリウム水和物を使用して、水酸化ナトリウム一水和物
の低い融点（約５０℃～６５℃）を利用して冷凍工程のキャスト材料を固化できる。洗剤
の有効成分が融解した水酸化ナトリウムと混ぜられ、冷却されて固化した。生成した固体
は、洗剤含有物が水和マトリクスに溶解又は懸濁したままの水和固形水酸化ナトリウムの
マトリクスである。この関連技術のキャスト固体及び他の関連技術の水和した固体では、
水和した化学物質が水と反応して、水和反応は実質的完成に達する。水酸化ナトリウムも
製品洗浄装置並びに速い及び完全な汚物除去を必要とする他の使用部位に実質的な洗浄を
提供した。これらの初期生成物では、優良な洗浄という条件では、苛性物質の強アルカリ
性ゆえに、水酸化ナトリウムが理想的な候補である。水酸化ナトリウム及び炭酸ナトリウ
ムを併用してキャスト固体を形成してもよい。ある実施形態は、水和の水とともに少なく
とも３０重量％のアルカリ金属水酸化物を含む。さらなる実施形態は３０～５０重量％の
アルカリ金属水酸化物を含む。
【００４１】
　他の実施形態では、結合剤が、アルカリ金属炭酸塩、アルカリ金属重炭酸塩、及び水を
混合することにより形成される。ある実施形態では、アルカリ金属炭酸塩としては、ソー
ダ灰又は炭酸ナトリウムが挙げられる。ある実施形態では、アルカリ金属重炭酸塩として
は、重炭酸ナトリウムが挙げられる。アルカリ金属重炭酸塩成分は、アルカリ金属重炭酸
塩を加えることにより又はアルカリ金属重炭酸塩をｉｎ　ｓｉｔｕで形成することにより
、提供され得る。アルカリ金属重炭酸塩は、アルカリ金属炭酸塩を酸と反応させることに
より、ｉｎ　ｓｉｔｕで形成され得る。アルカリ金属炭酸塩、アルカリ金属重炭酸塩、及
び水の量を調整して、洗剤組成物の固化の速度を制御し、固形洗剤組成物から得られた水
性洗剤組成物のｐＨを制御できる。洗剤組成物の固化の速度は、アルカリ金属炭酸塩に対
するアルカリ金属重炭酸塩の比を増加させることによって増加し、あるいはアルカリ金属
炭酸塩に対するアルカリ金属重炭酸塩の比を減少させることによって減少する場合がある
。
【００４２】
　ある実施形態では、固形洗剤組成物は、約１０重量％～約８０重量％のアルカリ金属炭
酸塩、約１重量％～約４０重量％のアルカリ金属重炭酸塩、並びに少なくとも炭酸塩の一
水和物及び重炭酸塩の一水和物を生じさせるのに十分な水を含む。
【００４３】
　他の実施形態では、固形洗剤組成物の固化剤は、アルカリ炭酸塩、水及び封鎖剤を含む
。例えば、本組成物は、１～３０重量％のオルガノホスホネートのアルカリ金属塩、好ま
しくは３～１５重量％のカリウム塩；及び５～１５重量％、好ましくは５～１２重量％の
水；及び２５～８０重量％；好ましくは３０～５５重量％のアルカリ金属炭酸塩を含む。
単一Ｅ形態水和バインダー組成物が、この材料固化剤として生じる。固形洗剤は、大部分
が炭酸塩一水和物、一部分が非水和（実質的に無水の）アルカリ金属炭酸塩及び何分の一
かの炭酸塩材料を含むＥ形態水和バインダー組成物、ある量がオルガノホスホネート及び
水和の水から構成される。
【００４４】
　さらに他の実施形態では、固化剤としては有効量の１個以上の無水塩が挙げられ、著し
いホスフェート反転が起こる温度を下回る温度で水和して融けるように選択される。その
ような温度は、約３３℃～６５℃の範囲内に通常収まり、好ましくは、約３５°～５０℃
で融ける塩が使われるであろう。エマルションが冷却され、著しい遊離水を結合して、安
定な均質の固体を大気温度で、例えば約１５℃～２５℃で、提供できるときには、分散さ
れた水和塩は固化する。好ましくは、大気温度に冷却したときに組成物を固化するのに有
効な無水の炭酸ナトリウム、無水の硫酸ナトリウム又はこれらの混合物の量が、利用され
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るであろう。固化剤の量は、組成物に存在する水の百分率並びに他の洗剤成分の水和容量
に関連する。例えば、固化前に、好ましい液体洗剤エマルションは、約４５～７５％の固
体、最も好ましくは約５５～７０％の固体及び約２５～５５％の、最も好ましくは、約３
０～４５％の水を含むであろう。
【００４５】
　水
　固形洗剤組成物は水を含むことができる。水は、独立して洗剤組成物に加えられるか、
又は洗剤組成物に加えられる水性物質の代わりとして洗剤組成物に与えられてよい。例え
ば、多くの物質が、固化剤組成物（単数又は複数）との反応に利用できる水を含む洗剤組
成物に加えられる。典型的には、水は洗剤組成物中に導入され、固化前に望ましい粘度を
有する洗剤組成物を与え、望ましい速度の固化を与える。
【００４６】
　通常、水は加工助剤として存在し、そして除去されるか、水和の水になることができる
と分かる。水は固形組成物中に存在してよいと分かる。固形洗剤組成物のある実施形態で
は、水は、約０重量％～約１０重量％、約０．１重量％～約１０重量％、約１重量％～約
５重量％、及び約２重量％～約３重量％の範囲で存在してよい。固形洗剤組成物の他の実
施形態では、水が約２５重量％～約４０重量％、約２７重量％～約３５重量％、及び２９
重量％～約３１重量％の範囲で存在するものであることが分かる。さらに明白なことだが
、水は脱イオン水として又は軟水として与えられてよい。
【００４７】
　固形組成物を形成するのに使用される成分は、結合剤の水和物若しくは水和形態、他の
含有物のいずれかの水和物若しくは水和形態、及び／又は処理中の助剤として加えられた
水媒体として水を含むことができる。水媒体は、処理に望ましい粘度を有する成分を与え
るのに役立つものであることが分かる。さらに、水媒体は、固体状の濃縮物を形成するべ
きものであるときは固化処理に役立つことがあると分かる。濃縮物が固体として与えられ
るとき、ブロック又はペレットの形態で与えられることがある。ブロックは、少なくとも
約５ｇの大きさを有し、約５０ｇを超える大きさを包含することができると分かる。濃縮
物は約１重量％～約５０重量％、及び約２重量％～約４０重量％の量で水を含むことがあ
ると分かる。
【００４８】
　処理されて濃縮物を形成する成分を、処理してブロックにするとき、押し出し成形技術
又はキャスト技術により成分を処理できることが分かる。一般に、成分を押し出し成形技
術によって処理するとき、組成物は、キャスト技術よりも処理用助剤として比較的少量の
水を含むことができると分かる。一般に、押し出し成形によって固体を調製するとき、組
成物は約２重量％～約１０重量％の水を含むことができると分かる。キャストで固体を調
製するとき、水の量は約２０重量％～約４０重量％になり得ると分かる。
【００４９】
　追加の機能性物質
　前述の通り、固形洗剤組成物は、望ましい性質及び機能性を固形組成物に提供する他の
機能性物質を含んでよい。本願のために、用語「機能性物質」は、水溶液などの使用及び
／又は濃縮物溶液に分散又は溶解したときに特定の使用に有利な性質を提供する材料を含
む。そのような機能性物質の例としては、組成物の望ましい特性及び／又は機能性に応じ
て、キレート化／封鎖剤；無機洗剤若しくはアルカリ源；有機洗剤、界面活性剤若しくは
洗浄剤；洗い流し助剤；漂白剤；殺菌剤／抗微生物剤；活性剤；洗剤ビルダー若しくはフ
ィラー；脱泡剤、抗堆積剤；蛍光漂白剤；染料／着臭剤；第二の硬化剤／溶解度改質剤；
殺虫剤及び若しくは害虫駆除用餌；若しくはこれらの類似体、又は各種の他の機能性物質
が挙げられる。本明細書で開示された幾つかの実施形態との関連で、機能性物質、又は含
有物は、所望により、それらの機能性に応じて固化マトリクス内に含まれる結合剤は、機
能性物質を含むマトリクスを同時に結合して固形組成物を形成するように機能する。機能
性物質の幾つかのより具体的な例が下記でより詳しく議論されるが、当業者及び他者に明
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らかなように、議論される具体的な材料は単なる一例として与えられるのであり、各種の
他の機能性物質を使用してよい。
【００５０】
　固化剤
　固化剤は、好ましくは固形洗剤組成物中に分散されたまま供給され、同時に洗剤組成物
を結合して固形洗剤組成物を提供する。固化剤は結合剤とも呼ばれ、ＰＥＧなどの硬化剤
を包含してよい。本発明による結合剤を固形洗剤形成組成物の第一の結合剤として又は第
二の結合剤として使用できる。用語「第一の結合剤」とは、洗剤組成物を固化させるため
の第一種である結合剤をいう。用語「第二の結合剤」とは、別の第一の結合剤との併用に
よって補助的な結合剤として機能する結合剤をいう。第二の結合剤を使用して、洗剤組成
物の固化を強化する及び／又は洗剤組成物の固化の促進に役立つことができる。第二の結
合剤成分として本発明の結合剤成分を使用することは、第一の結合剤成分が洗剤組成物を
望ましい速度で固化しないときに有用である。それ故に、第二の結合剤成分を使用して、
固化処理を促進させることができる。
【００５１】
　固形洗剤組成物は、好ましくは、約１０重量％～約８０重量％の結合剤、又は約１重量
％～約４０重量％の結合剤、及び固化のために必要な水和を行なわせるのに十分な水を含
む組成物を準備することによって調製される。
【００５２】
　次の特許は、本願発明の固形洗剤組成物に利用してよい固化、結合及び／又は硬化剤の
様々な組み合わせ並びに固化法を開示する。参照により本明細書に援用される米国特許は
、次の：米国特許第７，１５３，８２０号；第７，０９４，７４６号；第７，０８７，５
６９号；第７，０３７，８８６号；第６，８３１，０５４号；第６，７３０，６５３号；
第６，６６０，７０７号；第６，６５３，２６６号；第６，５８３，０９４号；第６，４
１０，４９５号；第６，２５８，７６５号；第６，１７７，３９２号；第６，１５６，７
１５号；第５，８５８，２９９号；第５，３１６，６８８号；第５，２３４，６１５号；
第５，１９８，１９８号；第５，０７８，３０１号；第４，５９５，５２０号；第４，６
８０，１３４号；米国特許再発行第３２，７６３号；及び米国特許再発行第３２８１８号
である。
【００５３】
　幾つかの実施形態では、かなりの水酸化ナトリウムを含む固形洗剤組成物がキャスト及
び固化される。例えば、水酸化ナトリウム水和物を使用して、水酸化ナトリウム一水和物
（約５０℃～６５℃）の低融点を利用する凍結処理中にキャスト材料を固化することがで
きる。洗剤の有効成分は、溶融水酸化ナトリウムと混ぜられ、冷却されて固化した。生成
固体は水和した固形水酸化ナトリウムのマトリクスであり、洗剤含有物は水和マトリクス
に溶解又は懸濁していた。この従来技術のキャスト固体及び他の従来技術の水和固体では
、水和した化学物質は水と反応し、水和反応は実質的完了に達する。水酸化ナトリウムは
、製品洗浄装置に並びに速い及び完全な汚物除去を要する他の使用部位に実質的な洗浄も
提供する。これらの早期生成物では、水酸化ナトリウムは、良好な洗浄のときの苛性物質
の強アルカリ性ゆえに理想的な候補であった。キャスト固体は、水酸化ナトリウム及び炭
酸ナトリウムの組み合わせを用いて形成されてもよい。
【００５４】
　他の実施形態では、結合剤は、アルカリ金属炭酸塩、アルカリ金属重炭酸塩、及び水を
混ぜることにより形成される。ある実施形態では、アルカリ金属炭酸塩としては、ソーダ
灰又は炭酸ナトリウムが挙げられる。ある実施形態では、アルカリ金属重炭酸塩としては
重炭酸ナトリウムが挙げられる。アルカリ金属重炭酸塩成分は、アルカリ金属重炭酸塩を
加えることにより又はｉｎ　ｓｉｔｕでアルカリ金属重炭酸塩を形成することにより供給
され得る。アルカリ金属重炭酸塩は、アルカリ金属炭酸塩を酸と反応させることによりｉ
ｎ　ｓｉｔｕで形成され得る。アルカリ金属炭酸塩、アルカリ金属重炭酸塩、及び水の量
を調整して、洗剤組成物の固化の速度を制御し、固形洗剤組成物から得られた水性洗剤組
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成物のｐＨを制御することができる。洗剤組成物の固化の速度は、アルカリ金属炭酸塩に
対するアルカリ金属重炭酸塩の比を増やすことにより増加し、又はアルカリ金属炭酸塩に
対するアルカリ金属重炭酸塩の比を減らすことにより減少し得る。基材を洗浄するのに使
われる水性洗剤組成物を使用溶液ということができる。
【００５５】
　使用溶液のｐＨは、アルカリ成分の物質源並びに／又はアルカリ金属炭酸塩及びアルカ
リ金属重炭酸塩成分の量を調整することにより制御され得る。一般に、望ましい洗剤使用
溶液のｐＨは、約８～約１２、より好ましくは約８～約１１、さらに好ましくは約９～約
１０．５であると分かる。
【００５６】
　アルカリ金属重炭酸塩成分は、組成物を形成している固形洗剤に加えられるか、アルカ
リ金属炭酸塩及び酸の反応によりｉｎ　ｓｉｔｕで発生し得る。アルカリ金属重炭酸塩を
形成するために加えることができる酸は、好ましくは、アルカリ金属炭酸塩と反応してア
ルカリ金属重炭酸塩を形成するであろう任意の酸である。酸は、有機酸又は無機酸として
、及び固体又は液体として供給され得る。使用できる好ましい酸としては、クエン酸、ス
ルファミン酸、アジピン酸、コハク酸、及び硫酸が挙げられる。
【００５７】
　アルカリ重炭酸塩を形成するために提供される酸の量は、アルカリ金属炭酸塩の中和を
起こさない量で提供されるのが好ましい。すなわち、酸がアルカリ金属炭酸塩と反応して
、ある程度のアルカリ金属重炭酸塩を形成するのが望ましい。酸が炭酸を形成するように
反応し続けるのは通常望ましくない。酸とアルカリ金属炭酸塩の反応が幾つかの炭酸を形
成してもよいが、一般には炭酸の形成は不要なアルカリ金属炭酸塩及び酸を生じると解す
る。
【００５８】
　水は、独立して洗剤組成物に加えられるか、又は洗剤組成物に加えられる水性物質の代
わりとして洗剤組成物に与えられてよい。例えば、洗剤組成物に加えられる物質の多くは
、アルカリ金属炭酸塩及びアルカリ金属重炭酸塩成分との反応に利用できる水を含む。こ
の検討のために、含水量の基準とは、アルカリ金属炭酸塩及びアルカリ金属重炭酸塩成分
との反応に利用できる水の存在をいう。好ましくは、水は洗剤組成物中に導入され、固化
前に望ましい粘度を有する洗剤組成物を与え、固化の望ましい速度を与える。
【００５９】
　固形洗剤組成物は、好ましくは、約１０重量％～約８０重量％のアルカリ金属炭酸塩、
約１重量％～約４０重量％のアルカリ金属重炭酸塩、及び少なくとも炭酸塩の一水和物及
び重炭酸塩の一水和物を提供するのに十分な水を含む組成物を提供することにより、調製
される。
【００６０】
　水
　固形洗剤組成物は水を含むことができる。通常、水は加工助剤として存在し、そして除
去されるか、水和の水になることができると分かる。水は固形組成物中に存在してよいこ
とが分かる。固形組成物では、水は、約０重量％～約１０重量％、約０．１重量％～約１
０重量％、約１重量％～約５重量％、及び約２重量％～約３重量％の範囲で存在してよい
。また、別の固形組成物では、水が約２５重量％～約３５重量％、約２７重量％～約３３
重量％、及び２９重量％～約３１重量％の範囲で存在するものであると分かる。さらに明
白なことだが、水は脱イオン水として又は軟水として与えられてよい。
【００６１】
　固形組成物を形成するのに使用される成分は、結合剤の水和物若しくは水和形態、他の
含有物のいずれかの水和物若しくは水和形態、及び／又は処理中の助剤として加えられた
水媒体として水を含むことができる。水媒体は、処理に望ましい粘度を有する成分を与え
るのに役立つものであると分かる。さらに、水媒体は、固体状の濃縮物を形成するべきも
のであるときは固化処理に役立つことが分かる。濃縮物が固体として与えられるとき、ブ
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ロック又はペレットの形態で与えられることがある。ブロックは、少なくとも約５ｇの大
きさを有するであろうし、約５０ｇを超える大きさを包含できると分かる。濃縮物は約１
重量％～約５０重量％、及び約２重量％～約４０重量％の量で水を含むであろうことが分
かる。
【００６２】
　処理されて濃縮物を形成する成分を処理してブロックにするとき、押し出し成形技術又
はキャスト技術により成分を処理できることが分かる。一般に、成分を押し出し成形技術
によって処理するとき、組成物はキャスト技術よりも処理用助剤として比較的少量の水を
含むことができると分かる。一般に、押し出し成形によって固体を調製するとき、組成物
は約２重量％～約１０重量％の水を含むことができると分かる。キャストにより固体を調
製するとき、水の量は約２０重量％～約４０重量％の量で与えられることが分かる。
【００６３】
　水質調整剤
　水質調整剤とは、洗剤ビルダー及び／又はキレート化剤をいうことがあり、一般に洗浄
性及びキレート性を提供する。典型的な洗剤ビルダーとしては、硫酸ナトリウム、塩化ナ
トリウム、でんぷん、糖類、プロピレングリコールなどのＣ1～Ｃ10アルキレングリコー
ルなどが挙げられる。典型的なキレート化剤としては、リン酸塩、ホスホネート、及びア
ミノ－カルボネートが挙げられる。典型的なリン酸塩としては、オルトリン酸ナトリウム
、オルトリン酸カリウム、ピロリン酸ナトリウム、ピロリン酸カリウム、トリポリリン酸
ナトリウム（ＳＴＰＰ）、及びヘキサメタリン酸ナトリウムが挙げられる。典型的なホス
ホネートとしては、１－ヒドロキシエタン－１，１－ジホスホン酸、アミノトリメチレン
ホスホン酸、ジエチレントリアミンペンタ（メチレンホスホン酸）、１－ヒドロキシエタ
ン－１，１－ジホスホン酸ＣＨ3Ｃ（ＯＨ）［ＰＯ（ＯＨ）2］2、アミノトリ（メチレン
ホスホン酸）Ｎ［ＣＨ2ＰＯ（ＯＨ）2］3、アミノトリ（メチレンホスホネート）、２－
ヒドロキシエチルイミノビス（メチレンホスホン酸）ＨＯＣＨ2ＣＨ2Ｎ［ＣＨ2ＰＯ（Ｏ
Ｈ）2］2、ジエチレントリアミンペンタ（メチレンホスホン酸）（ＨＯ）2ＰＯＣＨ2Ｎ［
ＣＨ2ＣＨ2Ｎ［ＣＨ2ＰＯ（ＯＨ）2］2］-2、ジエチレントリアミンペンタ（メチレンホ
スホネート）、ナトリウム塩Ｃ9Ｈ(28-X)Ｎ3ＮａxＯ15Ｐ5（ｘ＝７）、ヘキサメチレンジ
アミン（テトラメチレンホスホネート）、カリウム塩Ｃ10Ｈ(28-X)Ｎ2ＫxＯ12Ｐ4（ｘ＝
６）、ビス（ヘキサメチレン）トリアミン（ペンタメチレンホスホン酸）（ＨＯ2）ＰＯ
ＣＨ2Ｎ［（ＣＨ2）6Ｎ［ＣＨ2ＰＯ（ＯＨ）2］2］-2、及びリン酸Ｈ3ＰＯ3が挙げられる
。典型的なアミノ－カルボネートとしては、Ｎ－ヒドロキシエチルイミノ二酢酸、ニトリ
ロ三酢酸（ＮＴＡ）、エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）、Ｎ－ヒドロキシエチル－エ
チレンジアミン三酢酸（ＤＴＰＡ）などの、アミノカルボン酸が挙げられる。
【００６４】
　好ましくは、水質調整剤は、使用時に、約１重量％～約５０重量％、好ましくは約３重
量％～３５重量％の量で提供される。
【００６５】
　酵素
　本発明によって使用され得る酵素としては、基材からタンパク質系、炭水化物系、又は
トリグリセリド系染料を除去するのに望ましい活性を与える酵素であり；洗浄、脱色、並
びに医療及び歯科機器、デバイス、及び装置用つけおき洗剤などの、殺菌つけおき洗剤；
皿類、調理製品、及び食卓製品用つけおき洗剤；又は肉切り装置用つけおき洗剤；機械製
品洗浄のために；洗濯及びテキスタイル洗浄及び脱色のために；カーペット洗浄及び脱色
のために；現場洗浄及び現場脱色のために；食品加工表面及び装置を洗浄及び脱色するた
めに；配水管洗浄；洗浄用つけおき洗剤；などのために使われる。本願発明に限定される
ものではないが、固形洗剤組成物に適した酵素は、機器又はデバイスに接触した１つ以上
の種類の汚染残留物を分解又は変質することによって作用することができ、したがって、
汚物を除去するか、汚物を界面活性剤又は洗浄組成物の他の成分によって更に除去しやす
くする。汚染残留物の分解及び変質の双方は、洗浄されている機器又はデバイスに汚物を
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結合する物理化学力を抑えることにより、洗浄力を向上させることができ、すなわち汚物
は、より水溶性になる。例えば、１個以上のプロテアーゼは、汚染残留物に存在する複合
体、高分子タンパク質構造体を開裂して、それら自体で、表面からより容易に脱離し、可
溶化し、さもなければ前記プロテアーゼを含む洗剤溶液によって更に容易に除去される単
純な短鎖分子にすることができる。
【００６６】
　適切な酵素としては、野菜、動物、細菌、菌若しくは酵母源などの、任意の適切な出発
原料の、プロテアーゼ、アミラーゼ、リパーゼ、グルコナーゼ、セルラーゼ、ペルオキシ
ダーゼ、又はこれらの混合物が挙げられる。好ましい選択は、ｐＨ活性及び／又は安定性
最適条件、熱安定性、並びに洗剤、ビルダーなどを活性化するための安定性などの、要因
によって左右される。この点において、細菌性又は菌体酵素が好ましく、細菌性アミラー
ゼ及びプロテアーゼ、及び菌体セルラーゼなどである。好ましくは、酵素はプロテアーゼ
、リパーゼ、アミラーゼ、又はそれらの組み合わせである。
【００６７】
　「洗剤酵素（Ｄｅｔｅｒｓｉｖｅ　ｅｎｚｙｍｅ）」は、本明細書では、洗浄、脱色、
さもなければ医療又は歯科機器、デバイス、若しくは装置などの機器、デバイス、若しく
は装置のための；又は洗濯物、テキスタイル、製品洗浄、現場洗浄、配管、カーペット、
肉切り用具、硬表面、個人医療などのための、固形洗剤組成物の成分としての有利な効果
を有する酵素を意味する。好ましい洗剤酵素としては、プロテアーゼ、アミラーゼ、リパ
ーゼ、又はそれらの組み合わせなどの、加水分解酵素が挙げられる。医療若しくは歯科デ
バイス又は機器を洗浄するための固形洗剤組成物に好ましい酵素としては、プロテアーゼ
、アミラーゼ、セルラーゼ、リパーゼ、又はそれらの組み合わせが挙げられる。食品表面
処理及び装置のための固形洗剤組成物に好ましい酵素としては、プロテアーゼ、リパーゼ
、アミラーゼ、グルコナーゼ、又はそれらの組み合わせが挙げられる。洗濯物又はテキス
タイル用固形洗剤組成物に好ましい酵素としては、プロテアーゼ、セルラーゼ、リパーゼ
、ペルオキシダーゼ、又はそれらの組み合わせが挙げられる。カーペット用固形洗剤組成
物に好ましい酵素としては、プロテアーゼ、アミラーゼ、又はそれらの組み合わせが挙げ
られる。肉切り用具用固形洗剤組成物に好ましい酵素としては、プロテアーゼ、リパーゼ
、又はそれらの組み合わせが挙げられる。硬表面用固形洗剤組成物に好ましい酵素として
は、プロテアーゼ、リパーゼ、アミラーゼ、又はそれらの組み合わせが挙げられる。配管
用固形洗剤組成物に好ましい酵素としては、プロテアーゼ、リパーゼ、アミラーゼ、又は
それらの組み合わせが挙げられる。
【００６８】
　酵素は、洗浄又はつけおき洗浄工程中に有効な洗浄を生み出すほどの量で本発明による
固形洗剤組成物中に普通に含有させる。洗浄に有効な量とは、清潔な、衛生的な、そして
好ましくは腐食の無い外観を、特に医療若しくは歯科デバイス又は機器用の、洗浄された
材料に与える量をいう。洗浄に有効な量とは、洗浄、染み抜き、汚物除去、漂白、脱臭、
又は鮮度向上の効果を医療若しくは歯科デバイス又は機器などの基材上に与える量をいう
こともある。それらの洗浄効果は、固形洗剤組成物の約０．１重量％と同程度に低い量の
酵素で達成され得る。本願発明の洗浄組成物では、典型的には、適切な洗浄は、酵素が約
１～約３０重量％；好ましくは約２～約１５重量％；好ましくは約３～約１０重量％；好
ましくは約４～約８重量％；好ましくは約４、約５、約６、約７、又は約８重量％で存在
するときに達成され得る。より高い酵素濃度が、非常に濃縮された洗浄又はつけおき洗剤
配合物に典型的には望ましい。つけおき洗剤は、好ましくは、約１：５００の希釈で、或
いは、約２０００～約４０００ｐｐｍの配合濃度で使用するために配合され、酵素の使用
濃度を約２０～約４０ｐｐｍにする。
【００６９】
　アルカリ性プロテアーゼなどの、工業用酵素は、液体又は乾燥形態で入手可能であり、
原料水溶液として又は様々な精製された、処理された及び調合された形態で購入され、安
定剤、バッファー、共同因子、不純物及び不活性ビヒクルとほぼ併用される、約２％～約
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８０重量％の活性酵素を含む。実際の活性酵素含有量は、製造方法によって決まり、重要
ではなく；固形洗剤組成物が望ましい酵素活性を有することを前提としている。本発明の
方法及び物で用いるのに選ばれる特定の酵素は、物理的な製品形態、使用ｐＨ、使用温度
、及び分解又は改質されることになる汚物種などの、最終用途の条件に応じて決まる。酵
素は、任意の所定の組の利用条件に最適な活性及び安定性を提供するように選択できる。
【００７０】
　好ましくは、本願発明の固形洗剤組成物は、少なくともプロテアーゼを含む。本発明の
固形洗剤組成物は、驚くべきことに、タンパク質を消化して汚物除去を強化することにつ
いて使用組成物のプロテアーゼ活性を著しく安定化することがさらに分かった。さらに、
改良されたプロテアーゼ活性は、アミラーゼ、セルラーゼ、リパーゼ、ペルオキシダーゼ
、エンドグルカナーゼ酵素及びそれらの混合物、好ましくは、リパーゼ又はアミラーゼ酵
素などの、１個以上の追加の酵素の存在下で起こり得る。
【００７１】
　酵素に関する価値のある参考文献は、「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｅｎｚｙｍｅｓ」、Ｓ
ｃｏｔｔ、Ｄ．著、「Ｋｉｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」、第３版（編集者Ｇｒａｙｓｏｎ、Ｍ．及びＥｃ
Ｋｒｏｔｈ、Ｄ．）Ｖｏｌ．９、ｐ．１７３－２２４、Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏｎｓ
社、ニューヨーク、１９８０年、である。
【００７２】
　プロテアーゼ
　本願発明の固形洗剤組成物に適したプロテアーゼは、食物、動物、又は微生物に由来し
得る。好ましくは、プロテアーゼは、酵母、かび、又は細菌などの、微生物に由来する。
好ましいプロテアーゼとしては、アルカリ性ｐＨで活性なセリンプロテアーゼが挙げられ
、好ましくは、枯草菌（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｓｕｂｔｉｌｉｓ）又はリケニホルミス菌（
Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｌｉｃｈｅｎｉｆｏｒｍｉｓ）などのバチルス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ）
の菌株に由来し；これらの好ましいプロテアーゼは、天然及び組み換え型サブチリシンを
含む。プロテアーゼは、生成されるか、あるいは微生物抽出物、及び野生型又は変異体の
いずれか（化学若しくは組み換え型のいずれか）の成分でよい。好ましいプロテアーゼは
、金属キレート化剤（金属イオン封鎖剤）若しくはチオール毒物によって阻害されること
も金属イオン若しくは還元剤によって活性化されることもなく、広範な基質選択性を有し
、ジイソプロピルフルオロリン酸塩（ＤＦＰ）によって阻害され、エンドペプチダーゼで
あり、約２０，０００～約４０，０００の分子量を有し、そして約６～約１２のｐＨで及
び約２０℃～約８０℃の温度で活性である。
【００７３】
　本発明の固形洗剤組成物に利用できるタンパク質分解酵素の例としては、（商標名によ
ると）サビナーゼ（Ｓａｖｉｎａｓｅ）（商標）；マクサカル（Ｍａｘａｃａｌ）（商標
）、オプチクリーン（Ｏｐｔｉｃｌｅａｎ）（商標）、デュラザイム（Ｄｕｒａｚｙｍ）
（商標）、及びプロペラーゼ（Ｐｒｏｐｅｒａｓｅ）（商標）などの、バチルス・レンタ
ス（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｌｅｎｔｕｓ）種由来のプロテアーゼ；アルカラーゼ（Ａｌｃａ
ｌａｓｅ）（商標）、マクサターゼ（Ｍａｘａｔａｓｅ）（商標）、ディターザイム（Ｄ
ｅｔｅｒｚｙｍｅ）（商標）、又はディターザイムＰＡＧ　５１０／２２０などのリケニ
ホルミス菌（Ｂａｃｉｌｌｕｓ　ｌｉｃｈｅｎｉｆｏｒｍｉｓ）由来のプロテアーゼ；プ
ライマーゼ（Ｐｒｉｍａｓｅ）（商標）などのバチルス・アミロリケファシエンス（Ｂａ
ｃｉｌｌｕｓ　ａｍｙｌｏｌｉｑｕｅｆａｃｉｅｎｓ）由来のプロテアーゼ；並びにディ
ターザイム（Ｄｅｔｅｒｚｙｍｅ）ＡＰＹなどの、バチルス・アルカロフィルス（Ｂａｃ
ｉｌｌｕｓ　ａｌｃａｌｏｐｈｉｌｕｓ）由来のプロテアーゼが挙げられる。好ましい入
手できるプロテアーゼ酵素としては、ノボ・インダストリーズ（Ｎｏｖｏ　Ｉｎｄｕｓｔ
ｒｉｅｓ）社（デンマーク）による商標名アルカラーゼ（Ａｌｃａｌａｓｅ）（商標）、
サビナーゼ（Ｓａｖｉｎａｓｅ）（商標）、プリマセット（Ｐｒｉｍａｓｅｔ）、デュラ
ザイム（Ｄｕｒａｚｙｍ）（、若しくはエスペラーゼ（Ｅｓｐｅｒａｓｅ）（商標））で
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購入されるもの；ギストブロカデス（Ｇｉｓｔ－Ｂｒｏｃａｄｅｓ）社（オランダ）によ
る商標名マクサターゼ（Ｍａｘａｔａｓｅ）（商標）、マクサカル（Ｍａｘａｃａｌ）（
商標）、又はマクサペム（Ｍａｘａｐｅｍ）（商標）で購入されるもの；ジュネンコア・
インターナショナル（Ｇｅｎｅｎｃｏｒ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ）社による商標名
ピュラフェクト（Ｐｕｒａｆｅｃｔ）（商標）、ピュラフェクト（Ｐｕｒａｆｅｃｔ）Ｏ
Ｘ、及びプロパーゼ（Ｐｒｏｐｅｒａｓｅ）で購入されるもの；ソルベイ・エンザイムズ
（Ｓｏｌｖａｙ　Ｅｎｚｙｍｅｓ）社による商標名オプチクリーン（Ｏｐｔｉｃｌｅａｎ
）（商標）若しくはオプチマーゼ（Ｏｐｔｉｍａｓｅ）（商標）で購入されるもの；ディ
アーランド（（Ｄｅｅｒｌａｎｄ））社による商標名ディターザイム（Ｄｅｔｅｒｚｙｍ
ｅ）（商標）、ディターザイムＡＰＹ、及びディターザイムＰＡＧ　５１０／２２０で購
入されるものなどが挙げられる。
【００７４】
　それらのプロテアーゼの混合物も使用できる。例えば、ピュラフェクトは、約３０℃～
約６５℃の低温洗浄目的の本発明の洗剤組成物を用いる好ましいアルカリ性プロテアーゼ
（スブチリシン）であり；一方、エスペラーゼ（Ｅｓｐｅｒａｓｅ）（商標）は、約５０
℃～約８５℃の高温洗浄溶液に好んで使われるアルカリ性プロテアーゼである。
【００７５】
　適切な洗剤プロテアーゼは：ノボ社のドイツ第１，２４３，７８４号、国際公開第９２
０３５２９号パンフレット（酵素／阻害剤系）、国際公開第９３１８１４０号パンフレッ
ト、及び国際公開第９４２５５８３号パンフレット（組み換え型トリプシン状プロテアー
ゼ）；プロクター・アンド・ギャンブル（Ｐｒｏｃｔｅｒ＆Ｇａｍｂｌｅ）社の国際公開
第９５１０５９１号パンフレット、国際公開第９５０７７９１号パンフレット（吸着が減
少して加水分解が増加したプロテアーゼ）、国際公開第９５／３００１０号パンフレット
、国際公開第９５／３００１１号パンフレット、国際公開第９５／２９９７９号パンフレ
ット；ジェネンコア・インターナショナル社の国際公開第９５／１０６１５号パンフレッ
ト（バチルス・アミロリケファシエンス・スブチリシン）；欧州特許出願公開第１３０，
７５６号明細書（プロテアーゼＡ）；欧州特許出願公開第３０３，７６１号明細書（プロ
テアーゼＢ）；並びに欧州特許出願公開第１３０，７５６号明細書などの、特許公報に記
述されている。本願の固形洗剤組成物に利用される変異プロテアーゼは、好ましくは、こ
れらの参考文献のプロテアーゼのアミノ酸配列を備えた、好ましくは、少なくとも８０％
配列同一性を有する、少なくとも８０％の相同体である。
【００７６】
　本発明の好ましい実施形態では、本発明の組成物に存在する工業用アルカリ性プロテア
ーゼの量は、約１～約３０重量％；好ましくは、約２～約１５重量％；好ましくは、約３
～約１０重量％；好ましくは、約４～約８重量％；好ましくは、約４、約５、約６、約７
、又は約８重量％の範囲である。典型的な入手可能な洗剤酵素は、約５～１０％の活性酵
素を含む。
【００７７】
　必要な工業用アルカリ性プロテアーゼの重量％を定めることは、本願の教示からなる実
施形態を製造するには実用的であるが、工業用プロテアーゼ濃縮物の差異並びにプロテア
ーゼ活性におけるｉｎ－ｓｉｔｕ環境の追加的な及び悪い影響は、酵素活性を定量化して
汚染残留物除去能に対する及び好ましい固体の実施形態内の酵素安定性に対する及び使用
希釈溶液に対する相関関係を明確にするために、プロテアーゼ分析に更に観察力のある分
析技術を要求する。本願発明で用いるプロテアーゼの活性は、活性単位、より具体的には
、周知のアゾカゼイン分析活性単位であるキロノボ（Ｋｉｌｏ－Ｎｏｖｏ）プロテアーゼ
単位（ＫＮＰＵ）として、容易に表される。アゾカゼイン分析手順のより詳しい説明は、
刊行物の表題「Ｔｈｅ　Ｕｓｅ　ｏｆ　Ａｚｏａｌｂｕｍｉｎ　ａｓ　ａ　Ｓｕｂｓｔｒ
ａｔｅ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｃｏｌｏｒｉｍｅｔｒｉｃ　Ｄｅｔｅｒｍｉｎａｔｉｏｎ　ｏｆ
　Ｐｅｐｔｉｃ　ａｎｄ　Ｔｒｙｐｔｉｃ　Ａｃｔｉｖｉｔｙ」、Ｔｏｍａｒｅｌｌｉ，
Ｒ．Ｍ．、Ｃｈａｒｎｅｙ，Ｊ．、及びＨａｒｄｉｎｇ，Ｍ．Ｌ．、「Ｊ．Ｌａｂ．Ｃｌ
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ｉｎ．Ｃｈｅｍ．」３４、４２８（１９４９年）で確認できる。
【００７８】
　本願発明の好ましい実施形態では、使用溶液に存在するプロテアーゼの活性は、約１倍
の１０-5ＫＮＰＵ／ｇｍ溶液～約４倍の１０-3ＫＮＰＵ／ｇｍ溶液である。
【００７９】
　当然、異なるタンパク質分解酵素の混合物を本発明中に入れてよい。様々な具体的な酵
素が上記で説明されたが、当然のことながら、望ましいタンパク質分解活性能を組成物に
付与できる任意のプロテアーゼを使用してよく、本発明のこの実施形態はタンパク質分解
酵素の具体的な選択によって何らかの限定を受けることはない。
【００８０】
　アミラーゼ
　本願発明の固形洗剤組成物に適したアミラーゼは、植物、動物、又は微生物に由来し得
る。好ましくは、アミラーゼは、酵母、かび、又は細菌などの、微生物に由来する。好ま
しいアミラーゼとしては、リケニホルミス菌（Ｂ．　ｌｉｃｈｅｎｉｆｏｒｍｉｓ）、バ
チルス・アミロリケファシエンス（Ｂ．　ａｍｙｌｏｌｉｑｕｅｆａｃｉｅｎｓ）、枯草
菌（Ｂ．　ｓｕｂｔｉｌｉｓ）、又はバチルス・ステアロサーモフィルス（Ｂ．　ｓｔｅ
ａｒｏｔｈｅｒｍｏｐｈｉｌｕｓ）などの、バチルス由来のものが挙げられる。アミラー
ゼは精製されるか、あるいは微生物抽出物、及び野生型又は変異体のいずれか（化学若し
くは組み換え型のいずれか）、好ましくは、野生型アミラーゼよりも洗浄又はつけおき洗
剤条件下で安定な変異体の成分でよい。
【００８１】
　本発明の固形洗剤組成物に利用できるアミラーゼ酵素の例としては、ギストブロカデス
（商標）（オランダ）による商標名ラピダーゼ（Ｒａｐｉｄａｓｅ）で購入されるもの；
ノボ社による商標名テルマニル（Ｔｅｒｍａｎｙｌ）（商標）、ファンガミル（Ｆｕｎｇ
ａｍｙｌ）（商標）又はデュラミル（Ｄｕｒａｍｙｌ）（商標）で購入されるもの；ジュ
ネンコア社による商標名プラスター（Ｐｕｒａｓｔａｒ）ＳＴＬ又はプラスターＯＸＡＭ
で購入されるもの；ディアーランド（Ｄｅｅｒｌａｎｄ）社によるサーモザイム（Ｔｈｅ
ｒｍｏｚｙｍｅ）（商標）Ｌ３４０又はディターザイム（Ｄｅｔｅｒｚｙｍｅ）（商標）
ＰＡＧ　５１０／２２０の商標名で購入されるもの；などが挙げられる。好ましい入手で
きるアミラーゼ酵素としては、ノボ社による商標名デュラミル（Ｄｕｒａｍｙｌ）（商標
）で購入される安定性改良変異体アミラーゼが挙げられる。アミラーゼの混合物を使用す
ることもできる。
【００８２】
　本願発明の固形洗剤組成物に、好ましくは製品洗浄に適したアミラーゼとしては：ノボ
社の国際公開第９５／２６３９７号パンフレット、国際出願第ＰＣＴ／ＤＫ９６／０００
５６号、及びドイツ特許第１，２９６，８３９号に記述されたＩ－アミラーゼ；並びに「
Ｊ．　Ｂｉｏｌ．　Ｃｈｅｍ．」、２６０（１１）：６５１８－６５２１（１９８５年）
に記述された安定性改良アミラーゼ；ノボ社の国際公開第９５１０６０３号パンフレット
、国際公開第９５０９９０９号パンフレット及び国際公開第９４０２５９７号パンフレッ
ト；国際公開第９４０２５９７号パンフレットに開示された参考文献；並びにジュネンコ
ア・インターナショナル社の国際公開第９４１８３１４号パンフレットのものが挙げられ
る。安定化酵素を含む本願の固形洗剤組成物に利用される変異体Ｉ－アミラーゼは、好ま
しくは、これらの参考文献のタンパク質のアミノ酸配列を備えた、好ましくは、少なくと
も８０％配列同一性を有する、少なくとも８０％の相同体である。
【００８３】
　本願発明の固形洗剤組成物で用いる好ましいアミラーゼは、ターマミル（Ｔｅｒｍａｍ
ｙｌ）（商標）などの、特定のアミラーゼよりも向上した安定性を有する。向上した安定
性とは、それぞれターマミル（Ｔｅｒｍａｍｙｌ）（商標）などの、適切な対照アミラー
ゼを比べたときに：例えばｐＨ９～１０の過酸化水素／テトラアセチルエチレンジアミン
緩衝溶液に対する、酸化安定性；例えば約６０℃などの共通の洗濯温度での、熱安定性；
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及び／又は例えば約８～約１１のｐＨでの、アルカリ性安定性；の１個以上のについて重
要な又は計測可能な向上をいう。安定性は、公知の方法により測定され得る。本願発明の
固形洗剤組成物で用いる好ましい向上した安定性アミラーゼは、２５℃～５５℃の温度及
び約８～約１０のｐＨでターマミル（Ｔｅｒｍａｍｙｌ）（商標）の比活性度より少なく
とも２５％高い比活性度を有する。そのような比較のためのアミラーゼ活性は、公知の分
析法により計測され、及び／又はファデバス（Ｐｈａｄｅｂａｓ）（商標）Ｉ－アミラー
ゼ分析などのように、市販されている。
【００８４】
　本発明の好ましい実施形態では、本発明の組成物に存在している工業用アミラーゼの量
は、工業用酵素製品の、約１～約３０重量％；好ましくは、約２～約１５重量％；好まし
くは、約３～約１０重量％；好ましくは、約４～約８重量％；好ましくは、約４、約５、
約６、約７、又は約８重量％である。典型的な市販されている洗剤酵素は、約０．２５～
５％の活性アミラーゼを含む。
【００８５】
　必要なアミラーゼの重量％を定めることは、本願の教示からなる実施形態を製造するに
は実用的であるが、工業用アミラーゼ濃縮物の差異並びにアミラーゼ活性におけるｉｎ－
ｓｉｔｕ環境の追加的な及び悪い影響は、酵素活性を定量化して汚染残留物除去性能に対
する及び好ましい実施形態内の酵素安定性に対する及び使用希釈溶液に対する相関関係を
明確にするために、アミラーゼ分析に更に観察力のある分析技術を要求する。本願発明で
用いるアミラーゼの活性を、公知の単位で、又は公知の及び／若しくはファデバス（Ｐｈ
ａｄｅｂａｓ）（商標）Ｉ－アミラーゼ分析などのように、市販されている、アミラーゼ
分析によって表すことができる。
【００８６】
　当然、異なるアミラーゼ酵素の混合物を本発明中に入れてよい。様々な具体的な酵素が
上記で説明されたが、当然のことながら、望ましいアミラーゼ活性を組成物に付与できる
任意のアミラーゼを使用してよく、本発明のこの実施形態はアミラーゼ酵素の具体的な選
択によって何らかの限定を受けることはない。
【００８７】
　セルラーゼ
　本願発明の固形洗剤組成物に適したセルラーゼは、植物、動物、又は微生物に由来し得
る。好ましくは、セルラーゼは菌類又は細菌などの、微生物に由来する。好ましいセルラ
ーゼとしては、フミコラ・インソレンス（Ｈｕｍｉｃｏｌａ　ｉｎｓｏｌｅｎｓ）、フミ
コラ（Ｈｕｍｉｃｏｌａ）真菌ＤＳＭ　１８００などの、真菌、又はアエロモナス（Ａｅ
ｒｏｍｏｎａｓ）属に属しているセルラーゼ２１２を生産する真菌及び海産軟体動物（Ｄ
ｏｌａｂｅｌｌａ　Ａｕｒｉｃｕｌａ　Ｓｏｌａｎｄｅｒ）の肝膵臓から抽出されるもの
が挙げられる。セルラーゼは精製されるか、あるいは抽出物、及び野生型又は変異体のい
ずれか（化学若しくは組み換え型のいずれか）の成分でよい。
【００８８】
　本発明の固形洗剤組成物に利用できるセルラーゼ酵素の例としては、ノボ（Ｎｏｖｏ）
社による商標名ケアザイム（Ｃａｒｅｚｙｍｅ）（商標）又はセルザイム（Ｃｅｌｌｕｚ
ｙｍ）（商標）；ジュネンコア（Ｇｅｎｅｎｃ又は）社による商標名セルラーゼ（Ｃｅｌ
ｌｕｌａｓｅ）；ディアーランド（Ｄｅｅｒｌａｎｄ）社による商標名ディアーランド（
Ｄｅｅｒｌａｎｄ）セルラーゼ４０００又はディアーランド（Ｄｅｅｒｌａｎｄ）セルラ
ーゼＴＲ；などで購入されるものが挙げられる。セルラーゼの混合物も利用できる。適切
なセルラーゼは：ノボ（Ｎｏｖｏ）社の米国特許第４，４３５，３０７号、ドイツ特許公
開第２．０７５．０２８号、ドイツ特許公開第２．０９５．２７５号、ドイツ特許第ＯＳ
－２．２４７．８３２号、国際公開第９１１７２４３号パンフレット、及び国際公開第９
４１４９５１号パンフレット（安定化セルラーゼ）などの、特許文献に記述されている。
【００８９】
　本発明の好ましい実施形態では、本発明の組成物に存在している工業用セルラーゼの量
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は、工業用酵素製品の約１～約３０重量％；好ましくは、約２～約１５重量％；好ましく
は、約３～約１０重量％；好ましくは、約４～約８重量％；好ましくは、約４、約５、約
６、約７、又は約８重量％である。典型的な市販の洗剤酵素は、約５～１０％の活性酵素
を含む。
【００９０】
　必要なセルラーゼの重量％を定めることは、本願の教示からなる実施形態を製造するに
は実用的であるが、工業用セルラーゼ濃縮物の差異並びにセルラーゼ活性におけるｉｎ－
ｓｉｔｕ環境の追加的な及び悪い影響は、酵素活性を定量化して汚染残留物除去性能に対
する及び好ましい実施形態内の酵素安定性に対する及び使用希釈溶液に対する相関関係を
明確にするために、セルラーゼ分析に更に観察力のある分析技術を要求するであろう。本
願発明で用いるセルラーゼの活性を、公知の単位で、又は公知の及び／若しくは市販され
ている、セルラーゼ分析によって表すことができる。
【００９１】
　当然、異なるセルラーゼ酵素の混合物を本発明中に入れてよい。様々な具体的な酵素が
上記で説明されたが、当然のことながら、望ましいセルラーゼ活性を組成物に付与できる
任意のセルラーゼを使用してよく、本発明のこの実施形態はセルラーゼ酵素の具体的な選
択によって何らかの限定を受けることはない。
【００９２】
　リパーゼ
　本願発明の固形洗剤組成物に適したリパーゼは、植物、動物、又は微生物に由来し得る
。好ましくは、リパーゼは、真菌又は細菌などの、微生物に由来する。好ましいリパーゼ
としては、（典型的には、アスペルギルス・オリザエ（Ａｓｐｅｒｇｉｌｌｕｓ　ｏｒｙ
ｚａｅ）で組み替え技術により製造された）シュードモナス・スツッツェリ（Ｐｓｅｕｄ
ｏｍｏｎａｓ　ｓｔｕｔｚｅｒｉ）ＡＴＣＣ１９．１５４などの、シュードモナス（Ｐｓ
ｅｕｄｏｍｏｎａｓ）又はフミコーラ・ラヌギノサ（Ｈｕｍｉｃｏｌａ　ｌａｎｕｇｉｎ
ｏｓａ）などの、フミコーラ（Ｈｕｍｉｃｏｌａ）に由来するものが挙げられる。リパー
ゼは精製されるか、あるいは抽出物、及び野生型又は変異体のいずれか（化学若しくは組
み換え型のいずれか）の成分でよい。
【００９３】
　本発明の固形洗剤組成物に利用できるリパーゼ酵素の例としては、天野製薬社（名古屋
、日本）による商標名リパーゼＰ「アマノ（Ａｍａｎｏ）」若しくは「アマノ（Ａｍａｎ
ｏ）－Ｐ」又はノボ（Ｎｏｖｏ）社による商標名リポラーゼ（Ｌｉｐｏｌａｓｅ）（商標
）で購入できるもの等が挙げられる。本願組成物に利用できる他の入手できるリパーゼと
しては、アマノ（Ａｍａｎｏ）－ＣＥＳ、クロモバクター・ビスコサム（Ｃｈｒｏｍｏｂ
ａｃｔｅｒ　ｖｉｓｃｏｓｕｍ）由来のリパーゼ、例えば、東京醸造（Ｔｏｙｏ　Ｊｏｚ
ｏ）社（タガタ（Ｔａｇａｔａ）、日本）製クロモバクター・ビスコサム（Ｃｈｒｏｍｏ
ｂａｃｔｅｒ　ｖｉｓｃｏｓｕｍ）学名リポリティカム（ｌｉｐｏｌｙｔｉｃｕｍ）ＮＲ
ＲＬＢ　３６７３；Ｕ．Ｓ．バイオケミカル（Ｕ．Ｓ．Ｂｉｏｃｈｅｍｉｃａｌ）社、米
国及びディソインス（Ｄｉｓｏｙｎｔｈ）社製クロモバクター・ビスコサム（Ｃｈｒｏｍ
ｏｂａｃｔｅｒ　ｖｉｓｃｏｓｕｍ）リパーゼ、及びシュードモナス・グラディオリ（Ｐ
ｓｅｕｄｏｍｏｎａｓ　ｇｌａｄｉｏｒｉ）又はフミコーラ・ラヌギノサ（Ｈｕｍｉｃｏ
ｌａ　ｌａｎｕｇｉｎｏｓａ）由来のリパーゼが挙げられる。好ましいリパーゼは、ノボ
（Ｎｏｖｏ）社の商標名リポラーゼ（Ｌｉｐｏｌａｓｅ）（商標）として購入される。
【００９４】
　適切なリパーゼは次の特許文献：ノボ（Ｎｏｖｏ）社の国際公開第９４１４９５１号パ
ンフレット（安定化リパーゼ）、天野製薬社の国際公開第９２０５２４９号パンフレット
、リサーチディスクロージャー第９４３５９０４４号、ドイツ特許第１，３７２，０３４
号、日本特許出願第５３，２０４８７号（公開日１９７８年２月２４日）、及び欧州特許
第３４１，９４７号に記述されている。
【００９５】
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　本発明の好ましい実施形態では、本発明の組成物に存在している工業用リパーゼの量は
、工業用酵素製品の約１～約３０重量％；好ましくは、約２～約１５重量％；好ましくは
、約３～約１０重量％；好ましくは、約４～約８重量％；好ましくは、約４、約５、約６
、約７、又は約８重量％である。典型的な入手できる洗剤酵素は、約５～１０％の活性酵
素を含む。
【００９６】
　必要なリパーゼの重量％を定めることは、本願の教示からなる実施形態を製造するには
実用的であるが、工業用リパーゼ濃縮物の差異並びにリパーゼ活性におけるｉｎ－ｓｉｔ
ｕ環境の追加的な及び悪い影響は、酵素活性を定量化して汚染残留物除去性能に対する及
び好ましい実施形態内の酵素安定性に対する及び使用希釈溶液に対する相関関係を明確に
するために、リパーゼ分析に更に観察力のある分析技術を要求するであろう。本願発明で
用いるリパーゼの活性を、公知の単位で、又は公知の及び／若しくは市販されている、リ
パーゼ分析によって表すことができる。
【００９７】
　当然、異なるリパーゼ酵素の混合物を本発明中に入れてよい。様々な具体的な酵素が上
記で説明されたが、当然のことながら、望ましいリパーゼ活性を組成物に付与できる任意
のリパーゼを使用してよく、本発明のこの実施形態はリパーゼ酵素の具体的な選択によっ
て何らかの限定を受けることはない。
【００９８】
　追加酵素
　本願固形洗剤組成物で用いるのに適した追加酵素としては、クチナーゼ、ペルオキシダ
ーゼ、グルコナーゼなどが挙げられる。適切なクチナーゼ酵素は、ジュネンコア（Ｇｅｎ
ｅｎｃ又は）社の国際公開第８８０９３６７号パンフレットに記述されている。既知のペ
ルオキシダーゼとしては、セイヨウワサビ・ペルオキシダーゼ、リグニナーゼ、及びクロ
ロ－又はブロモ－ペルオキシダーゼなどのハロペルオキシダーゼが挙げられる。固形洗剤
組成物に適したペルオキシダーゼは、ノボ（Ｎｏｖｏ）社の国際公開第８９０９９８１３
号パンフレット及び国際公開第８９０９８１３号パンフレットに記述されている。ペルオ
キシダーゼ酵素は、酸素源、例えば、過炭酸塩、過炭酸塩、過酸化水素などと併用できる
。本願固形洗剤組成物への取り込みに適した追加酵素は、ジュネンコア・インターナショ
ナル（Ｇｅｎｅｎｃｏｒ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ）社の国際公開第９３０７２６３
号パンフレット及び国際公開第９３０７２６０号パンフレット、ノボ（Ｎｏｖｏ）社の国
際公開第８９０８６９４号パンフレット、並びにＭｃＣａｒｔｙらの米国特許第３，５５
３，１３９号、Ｐｌａｃｅらの米国特許第４，１０１，４５７号、Ｈｕｇｈｅｓの米国特
許第４，５０７，２１９号及びＨｏｒａらの米国特許第４，２６１，８６８号に開示され
ている。
【００９９】
　クチナーゼ又はペルオキシダーゼなどの、本願発明の固形洗剤組成物に適した、追加酵
素は、植物、動物、又は微生物に由来し得る。好ましくは、酵素は微生物に由来する。
酵素は精製されるか、あるいは抽出物、及び野生型又は変異体のいずれか（化学若しくは
組み換え型のいずれか）の成分でよい。本発明の好ましい実施形態では、本発明の組成物
に存在している、クチナーゼ又はペルオキシダーゼなどの、工業用追加酵素の量は、工業
用酵素製品の約１～約３０重量％、好ましくは、約２～約１５重量％、好ましくは、約３
～約１０重量％、好ましくは、約４～約８重量％である。典型的な入手できる洗剤酵素は
約５～１０％の活性酵素を含む。
【０１００】
　必要とされる、クチナーゼ又はペルオキシダーゼなどの、追加酵素の重量％を定めるこ
とは、本願の教示からなる実施形態を製造するには実用的であるが、工業用追加酵素濃縮
物の差異並びにそれらの活性におけるｉｎ－ｓｉｔｕ環境の追加的な及び悪い影響は、酵
素活性を定量化して汚染残留物除去性能に対する及び好ましい実施形態内の酵素安定性に
対する及び使用希釈溶液に対する相関関係を明確にするために、追加酵素分析に更に観察
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力のある分析技術を要求するであろう。本願発明で用いる、クチナーゼ又はペルオキシダ
ーゼなどの、追加酵素の活性を、公知の単位で、又は公知の及び／若しくは市販されてい
る、追加酵素分析によって表すことができる。
【０１０１】
　当然、異なる追加酵素の混合物を本発明中に入れてよい。様々な具体的な酵素が上記で
説明されたが、当然のことながら、望ましい追加酵素活性を組成物に付与できる任意の追
加酵素を使用してよく、本発明のこの実施形態は酵素の具体的な選択によって何らかの限
定を受けることはない。
【０１０２】
　酵素安定化系
　本願発明の酵素安定化系は、炭酸塩及び重炭酸塩の混合物を含む。酵素安定化系は、他
の成分を含み、特定の酵素を安定化するか、又は炭酸塩及び重炭酸塩の混合物の効果を強
化若しくは維持することもできる。
【０１０３】
　特定の洗浄組成物、例えば医療又は歯科機器若しくは装置の固形洗剤組成物の安定化系
は、０～約１０％、好ましくは約０．０１％～約６重量％の塩素漂白剤スカベンジャーを
さらに含んでよく、多くの給水に存在している塩素漂白種が特にアルカリ性条件下で酵素
を攻撃及び不活性化するのを防ぐために加えられる。水の塩素濃度は、典型的には約０．
５ｐｐｍ～約１．７５ｐｐｍの範囲で、小さくてよいが、例えば製品洗浄中に、酵素と接
触する水の全量中の適切な塩素は、比較的大きくなり得るので；それ故に、使用時の塩素
に対する酵素安定性は問題となることがある。塩素漂白剤と反応する能力を有する過炭酸
塩又は過炭酸塩は、安定化系とは別々に占められた量の特定の即時組成物に存在してよい
から、塩素に対する追加の安定化剤の使用は、最も一般的には、必須ではないが、それら
の使用から向上した結果を得てもよい。
【０１０４】
　適切な塩素スカベンジャーアニオンは、周知であり、容易に入手でき、使用されるなら
、亜硫酸塩、亜硫酸水素塩、チオ亜硫酸塩、チオ硫酸塩、ヨウ化物などともにアンモニウ
ムカチオンを含む塩であることができる。カルバミン酸塩、アスコルビン酸塩などの抗酸
化剤、エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）又はそのアルカリ金属塩、モノエタノールア
ミン（ＭＥＡ）などの有機アミン、及びそれらの混合物は、同様に使用され得る。同様に
、異なる酵素が最大適合性を有するように、特別な酵素阻害系を含有させてよい。重硫酸
塩、硝酸塩、塩化物、過炭酸ナトリウム四水和物、過炭酸塩ナトリウム一水和物及び過炭
酸ナトリウムなどの過酸化水素源、並びにリン酸塩、濃縮リン酸塩、酢酸塩、安息香酸塩
、クエン酸塩、ギ酸塩、乳酸塩、りんご酸塩、酒石酸塩、サリチル酸塩など、並びにこれ
らの混合物などの、他の実用的なスカベンジャーを所望により使用できる。
【０１０５】
　一般に、塩素スカベンジャー作用は、より分かりやすい作用の名目で別々に記述されて
いる含有物により実行されることがあるから、望ましい範囲の作用を起こしている化合物
が本発明の酵素含有実施形態にない場合を除いて個別の塩素スカベンジャーを加える必要
はなく；その場合にも、スカベンジャーは最適な結果のためにのみ加えられる。さらに、
発案者は、配合されたとき、他の反応成分と許容できないほどに相容れない任意の酵素ス
カベンジャー又は安定剤の使用を避けるのに、化学者の通常の技能を発揮するであろう。
アンモニウム塩の使用に関して、それらの塩を固形洗剤組成物と単純に混ぜることもでき
るが、貯蔵中に水を吸着させる及び／又はアンモニアを放出する傾向にある。それ故に、
それらの物質は、存在する場合には、Ｂａｇｉｎｓｋｉらの米国特許第４，６５２，３９
２号に記述されているものなどの粒子中に保護されるのが望ましい。
【０１０６】
　殺菌剤
　殺菌剤、別名として抗菌剤は、固形ブロック機能性物質に使用して工業用製品材料シス
テム、表面などの微生物汚染及び劣化を防ぐことができる化学成分である。一般に、これ
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らの物質は、フェノール性物質、ハロゲン化合物、四級アンモニウム化合物、金属誘導体
、アミン、アルカノールアミン、ニトロ誘導体、アナライド（ａｎａｌｉｄｅｓ）、有機
硫黄及び硫黄－窒素化合物並びに混合物などの特定の種類に含まれる。化学組成及び濃度
によって決まる所定の抗菌剤は、複数の微生物のさらなる増殖を単純に制限するか、又は
微生物個体群の全部又はかなり大きな割合を破壊するであろう。典型的には、用語「微生
物（ｍｉｃｒｏｂｅｓ）」及び「微生物（ｍｉｃｒｏｏｒｇａｎｉｓｍ）」とは、主とし
て細菌性及び真菌性微生物をいう。使用時には、抗菌剤は、水流を用いて希釈及び分配さ
れるときに各種の表面と接触できる水性殺菌剤又は殺菌剤組成物を形成する固形機能性物
質状に形成され、かなり大きな割合の微生物個体群の成長を妨げる又は殺す。微生物個体
群の５倍減数分裂が殺菌剤組成物を生む。共通の抗菌剤としては、ペンタクロロフェノー
ル、オルトフェニルフェノールなどのフェノール性抗微生物剤が挙げられる。ハロゲン含
有抗菌剤としては、ナトリウムトリクロロイソシナヌレート、ナトリウムジクロロイソシ
アヌレート（無水物又は二水和物）、ヨウ素－ポリ（ビニルピロリジノネン）錯体、塩化
ベンズアルコニウム、塩化セチルピリジニウムなどの２－ブロモ－２－ニトロプロパン－
１，３－ジオール四級抗菌剤のような臭素化合物、ヘキサヒドロ－ｌ，３，５－トリス（
２－ヒドロキシエチル）－ｓ－トリアジンなどのアミン及びニトロ含有抗菌剤組成物、ジ
メチルジチオカルバミン酸ナトリウムなどのジチオカルバミン酸塩、並びにそれらの微生
物性について当技術分野で既知の各種の他の物質が挙げられる。殺菌剤をカプセル化して
、安定性を向上させ、及び／又は固形洗剤組成物中の他の物質との反応性を減少させてよ
い。
【０１０７】
　洗い流し剤機能性物質
　本発明の機能性物質は、本発明の水和錯体を用いて作られた固形ブロック中の他の任意
の成分と合わせられた湿潤又はシート助剤を含む、処方された洗い流し剤組成物を含むこ
とができる。本発明のキャスト固体洗い流し剤の洗い流し成分は、洗い流しが製品洗浄処
理で完了した後、洗い流し水の表面張力を下げてシート作用を促進し、玉のような水によ
って生じる染み又は縞を防ぐことができる水溶性又は分散性低発泡有機物質である。その
ようなシート剤は、典型的には、特徴的な曇り点を有する有機界面活性剤状物質である。
界面活性剤洗い流し又はシート剤の曇り点は、界面活性剤の１重量％水溶液が温められて
曇る温度として定義される。工業用製品洗濯機には２つの一般的な種類の洗い流しサイク
ルがあるから、殺菌洗い流しサイクルと通常見なされる第一種は、約１８０0Ｆ、約８０
℃以上の温度で洗い流し水を用いる。第二種の非殺菌機械は、典型的には、約１２５0Ｆ
、約５０℃以上の温度で低温非殺菌洗い流しを用いる。これらの用途に有用な界面活性剤
は、適切な給湯より大きな曇り点を有する洗い流し水である。それ故に、本発明の界面活
性剤について測定された最低使用曇り点は約４０℃である。曇り点は６０℃以上、７０℃
以上、８０℃以上などでもよく、使用場所の温水温度並びに洗い流しサイクルの温度及び
種類によって決まる。好ましいシート剤は、典型的にはエチレンオキシド、プロピレンオ
キシド、或いはホモポリマー又はブロック若しくはヘテリック（ｈｅｔｅｒｉｃ）コポリ
マー構造体の混合物から調製されたポリエーテル化物を含む。そのようなポリエーテル化
合物は、ポリアルキレンオキシドポリマー、ポリオキシアルキレンポリマー又はポリアル
キレングリコールポリマーとして知られる。そのようなシート剤は、界面活性能を分子に
与える反応性疎水領域及び反応性親水領域を必要とする。そのようなシート剤は約５００
～１５，０００の分子量を有する。特定の種類の（ＰＯ）（ＥＯ）ポリマー性洗い流し剤
は、ポリマー分子内にポリ（ＰＯ）の少なくとも１つのブロック及びポリ（ＥＯ）の少な
くとも１つのブロックを含むので有用であると分かった。ポリ（ＥＯ）、ポリＰＯ又はラ
ンダム重合領域の追加ブロックを分子中に形成できる。特に有用なポリオキシプロピレン
ポリオキシエチレンブロックコポリマーは、ポリオキシプロピレン単位のセンターブロッ
ク及びセンターブロックの両側のポリオキシエチレン単位のブロックを含むものである。
そのようなポリマーは、下記式：（ＥＯ）n－（ＰＯ）m－（ＥＯ）n（式中、ｍは２０～
６０の整数であり、両末端は独立して１０～１３０の整数である）を有する。別の有用な
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ブロックコポリマーは、ポリオキシエチレン単位のセンターブロック及びセンターブロッ
クの両側のポリオキシプロピレンのブロックを有するブロックコポリマーである。そのよ
うなコポリマーは、式：（ＰＯ）n－（ＥＯ）m－（ＰＯ）n（式中、ｍは１５～１７５の
整数であり、両末端は独立して約１０～３０の整数である）を有する。本発明の固体機能
性物質は、主に溶解度向上剤を用いて、シート又は湿潤剤の溶解度を維持するのに役立つ
ことができる。可溶化剤を使用して、有機物質の増加した溶解度を作り出している水溶液
を改良できる。好ましい可溶化剤は、スルホン酸キシレン及びジアルキルジフェニル酸化
物のスルホネート物質などの低分子量芳香族スルホネート物質である。
【０１０８】
　漂白剤
　基材を蛍光漂白又は漂白するために固形洗剤組成物で用いる漂白剤としては、洗浄工程
中に通常生まれる条件下で、Ｃｌ2、Ｂｒ2、－ＯＣｌ-及び／又は－ＯＢｒ-などの、活性
ハロゲン種を遊離できる漂白物質が挙げられる。本願固形洗剤組成物で用いる適切な漂白
剤としては、例えば、塩素、次亜塩素酸塩、クロラミンなどの、塩素含有物質が挙げられ
る。好ましいハロゲン放出物質としては、アルカリ金属ジクロロイソシナヌレート、塩素
化三ナトリウムリン酸塩、アルカリ金属次亜塩素酸塩、モノクロロアリン（ｍｏｎｏｃｈ
ｌｒｏａｒｒｉｎｅ）及びジクロロアミンなどが挙げられる。カプセル化漂白源を使用し
て、組成物中の漂白源の安定性を強化してもよい（例えば、米国特許第４，６１８，９１
４号及び第４，８３０，７７３号を参照のこと。その開示内容は参照により本明細書に援
用される）。漂白剤は、テトラアセチルエチレンジアミンなどの活性剤の有無に関わらず
、過酸化水素、過ホウ酸塩、炭酸ナトリウム過酸化水和物、リン酸塩過酸化水和物、過一
硫酸カリウム、並びに過ホウ酸ナトリウム一及び四水和物などの、過酸素又は活性酸素源
でもよい。固形洗剤組成物は、好ましくは約０．１～１０重量％、好ましくは約１～６重
量％の、少量でも有効な量の漂白剤を含んでよい。
【０１０９】
　脱泡剤
　泡の安定性を減らすために少量でも有効な量の脱泡剤が、本願固形洗剤組成物に含まれ
てもよい。好ましくは、固形洗剤組成物は、約０．０００１～５重量％の、好ましくは約
０．０１～３重量％の脱泡剤を含む。
【０１１０】
　本願組成物で用いるのに適した脱泡剤の例としては、ポリジメチルシロキサンに分散さ
れたシリカなどのシリコーン化合物、脂肪アミド、炭化水素油、脂肪酸、脂肪エステル、
脂肪アルコール、脂肪酸せっけん、エトキシレート、鉱油、ポリエチレングリコールエス
テル、リン酸モノステアリルなどのリン酸アルキル等が挙げられる。脱泡剤の説明は、例
えば、Ｍａｒｔｉｎらの米国特許第３，０４８，５４８号、Ｂｒｕｎｅｌｌｅらの米国特
許第３，３３４，１４７号、及びＲｕｅらの米国特許第３，４４２，２４２号で得てもよ
く、その開示内容は参照により本明細書に援用される。
【０１１１】
　抗再堆積剤
　固形洗剤組成物は、使用溶液中の汚物の持続的な懸濁を促進し、除去された汚物が洗浄
されている基材上に再堆積しないようにすることができる抗再堆積剤を含んでもよい。適
切な抗再堆積剤の例としては、脂肪酸アミド、フッ化炭素界面活性剤、複合体リン酸エス
テル、スチレン無水マレイン酸コポリマー、及びヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキ
シプロピルセルロースなどのセルロース誘導体などが挙げられる。固形洗剤組成物は、約
０．５～１０重量％、好ましくは約１～５重量％の抗再堆積剤を含んでよい。
【０１１２】
　光漂白剤
　光漂白剤とは、蛍光漂白剤又は蛍光光沢剤ともいい、布帛基材の黄色がかった色に光学
的補償を与える。蛍光漂白剤によって、黄変は、黄色の範囲に応じた部分に存在している
蛍光漂白剤から放出された光と置き換わる。蛍光漂白剤によって供給された紫色～青色の
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光は、その場所から反射された他の色と合わさって、実質的に完全な又は向上した鮮やか
な白色の外観を生む。この追加の光は、蛍光による漂白剤で作られる。蛍光漂白剤は、紫
外線域２７５～４００ｎｍの光を吸収し、紫外寄りの青色スペクトル４００～５００ｎｍ
の光を放出する。
【０１１３】
　蛍光漂白剤種に属する蛍光化合物は、典型的には、多くの場合に縮合環系を含む芳香族
又は芳香族複素環式物質である。これらの化合物の重要な特徴は、芳香族環に関連する共
役二重結合の連続鎖の存在である。そのような共役二重結合の数は、分子の置換基並びに
複数の蛍光部分に左右される。ほとんどの漂白剤は、スチルベン又は４，４’－ジアミノ
スチルベンの誘導体、ビフェニル、５員複素環（トリアゾール、オキサゾール、イミダゾ
ールなど）又は６員複素環（クマリン、ナフタルアミド、トリアジンなど）である。洗剤
組成物で用いる蛍光漂白剤の選択は、洗剤の種類、洗剤組成物に存在する他の成分の性質
、先浄水の温度、撹拌の程度、及び浴槽の大きさに対する洗浄される材料の比などの、複
数の要因によって決まるであろう。漂白剤選択は、例えば綿、合成素材などの、洗浄され
ることになる材料の種類によっても決まる。ほとんどの洗濯洗剤製品は各種の布帛を洗浄
するのに使われるから、洗剤組成物は、各種の布帛に有効な漂白剤の混合物を含むべきで
ある。当然ながら、そのような漂白剤混合物の個別の成分に相溶性があることが必要であ
る。
【０１１４】
　本願発明に有用な蛍光漂白剤は、市販されていて、当業者には明白であろう。本願発明
に有用となり得る工業用蛍光漂白剤は、サブグループに分類されることがあり、限定され
るものではないが、スチルベンの誘導体、ピラゾリン、クマリン、カルボン酸、メチンシ
アニン、ジベンゾチオフェン－５，５－ジオキシド、アゾール、５及び６員複素環並びに
他の様々な物質が挙げられる。これらの種類の漂白剤の例は、「Ｔｈｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔ
ｉｏｎ　ａｎｄ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｎｔ　Ｂｒｉｇｈ
ｔｅｎｉｎｇ　Ａｇｅｎｔｓ」、Ｍ．Ｚａｈｒａｄｎｉｋ、Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ＆Ｓｏ
ｎｓ発行、ニューヨーク（１９８２年）に開示されていて、その開示内容は参照により本
明細書に援用される。
【０１１５】
　本願発明に有用となり得るスチルベン誘導体としては、限定されるものではないが、ビ
ス（トリアジニル）アミノ－スチルベンの誘導体；スチルベンのビスアシルアミノ誘導体
；スチルベンのトリアゾール誘導体；スチルベンのオキサジアゾール誘導体；スチルベン
のオキサゾール誘導体；及びスチルベンのスチリル誘導体が挙げられる。
【０１１６】
　染料／着臭剤
　様々な染料、香料を含む着臭剤、及び他の美観向上剤が、組成物に含まれてもよい。染
料を含有させて組成物の外観を変えてもよく、例えば、Ｄｉｒｅｃｔ　Ｂｌｕｅ　８６（
マイルズ（Ｍｉｌｅｓ）社）、Ｆａｓｔｕｓｏｌ　Ｂｌｕｅ（モバイ・ケミカル（Ｍｏｂ
ａｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）社）、Ａｃｉｄ　ｏｒａｎｇｅ　７（アメリカン・シアナイド
（Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｙａｎａｍｉｄ）社）、Ｂａｓｉｃ　Ｖｉｏｌｅｔ　１０（サン
ドズ（Ｓａｎｄｏｚ）社）、Ａｃｉｄ　Ｙｅｌｌｏｗ　２３（ＧＡＦ社）、Ａｃｉｄ　Ｙ
ｅｌｌｏｗ　１７（シグマケミカル（Ｓｉｇｍａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）社）、Ｓａｐ　Ｇ
ｒｅｅｎ（キーストンアナリン・アンド・ケミカル（Ｋｅｙｓｔｏｎ　Ａｎａｌｉｎｅ　
ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）社）、Ｍｅｔａｎｉｌ　Ｙｅｌｌｏｗ（キーストンアナリン
・アンド・ケミカル社）、Ａｃｉｄ　Ｂｌｕｅ　９（ヒルトン・デイビス（Ｈｉｌｔｏｎ
　Ｄａｖｉｓ）社）、Ｓａｎｄｏｌａｎ　Ｂｌｕｅ／Ａｃｉｄ　Ｂｌｕｅ　１８２（サン
ドズ社）、Ｈｉｓｏｌ　Ｆａｓｔ　Ｒｅｄ（キャピトルカラー・アンド・ケミカル（Ｃａ
ｐｉｔｏｌ　Ｃｏｌｏｒ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）社）、Ｆｌｕｏｒｅｓｃｅｉｎ（
キャピトルカラー・アンド・ケミカル社）、Ａｃｉｄ　Ｇｒｅｅｎ　２５（チバ－ガイギ
ー（Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙ）社）などである。



(25) JP 5567348 B2 2014.8.6

10

20

30

40

50

【０１１７】
　組成物に含有させてよい香料又は香水としては、例えば、シトロネロールなどのテルペ
ノイド、桂皮アルデヒドなどのアルデヒド、Ｃ１Ｓ－ジャスミン又はヤスマールなどのジ
ャスミン、バニリンなどが挙げられる。
【０１１８】
　他の成分
　洗剤組成物に有用な多種の他の成分が、本明細書の組成物に含まれてよく、他の有効成
分、ビルダー、キャリアー、加工助剤、染料又は顔料、香水、液剤用溶媒、可溶化剤（後
述されるもの）などである。メタノール、エタノール、プロパノール、及びイソプロパノ
ールとして示される低分子量の一級又は二級アルコールが適切である。一価アルコールは
、界面活性剤を可溶化するのに好ましいが、約２～約６個の炭素原子及び約２～約６個の
ヒドロキシ基を含むものなどのポリオール（例えば、プロピレングリコール、エチレング
リコール、グリセリン、及び１，２－プロパンジオール）も使用できる。
【０１１９】
　固形洗剤組成物の製造
　本発明は、固形洗剤組成物の製造方法を提供する。本発明によれば、洗浄剤、分岐鎖脂
肪酸分解剤、及び他の添加剤は、所望により、混合装置で同時に混合される。好ましくは
、混合装置は、洗剤組成物中に結合剤の分散体を提供するのに十分である。熱は、外部電
源から適用され混合物の処理を促進してよい。
【０１２０】
　混合装置は、高せん断で成分の連続混合を行い、実質的に均質の液体又は成分がその塊
全体に分配されている半固体混合物を形成する。好ましくは、混合装置は、成分を混ぜて
、約１，０００ｃｐｓを超える、好ましくは１，０００～１，０００，０００ｃｐｓ、よ
り好ましくは約５０，０００～２００，０００ｃｐｓの処理中の粘度のままで、流動性を
有する硬さで混合物を維持するのに有効なせん断を与える手段を含む。混合装置は、好ま
しくは定常流ミキサー又は、より好ましくは一軸若しくは二軸押し出し機であり、二軸押
し出し機が非常に好ましい。
【０１２１】
　混合物は、成分の物理的及び化学的安定性を維持する温度で、好ましくは約２０～８０
℃、より好ましくは約２５～５５℃の大気温度で、通常処理される。制限された外部熱を
混合物にかけてよいが、混合物によって達成される温度は、摩擦、周囲条件の相違、及び
／又は成分間の発熱反応によって、処理中に高くなるであろう。所望により、混合物の温
度は、例えば混合装置の入口又は出口で、上げてよい。
【０１２２】
　成分は、液体又は乾燥微粒子などの固体の形態でよく、別々に、又は他の成分、例えば
洗浄剤、水媒体、及び第二の洗浄剤、洗剤補助剤若しくは他の添加剤、第二の硬化剤など
の追加の成分との予備混合物の一部として、混合物に加えてよい。１つ以上の予備混合物
を混合物に加えてよい。
【０１２３】
　成分は、混合されて、成分が塊中に実質的に均一に分配された実質的に均質の硬さを形
成する。次に、混合物は、型打ち機又は他の成形手段によって混合装置から放出される。
次に、対象の押し出し物を、制御された質量のまま有用な大きさに分けることができる。
好ましくは、押し出された固体はフィルムに包装される。混合装置から放出されたときの
混合物の温度は、混合物が第一冷却混合物なしでキャストされる又は包装装置中に直接押
し出されるようにするほど低いことが好ましい。押し出し成形放出と包装との間の時間を
調整して、さらなる処理及び包装中のより良好なハンドリングのための洗剤ブロックの硬
化を可能にしてよい。好ましくは、放出時の混合は、約２０～９０℃、好ましくは約２５
～５５℃である。次に、組成物は、固形状に硬化され、低密度、スポンジ状、可鍛性の、
充填可能な（ｃａｕｌｋｙ）硬さを有するものから、高密度、溶融した（ｆｕｓｅｄ）固
形状の、コンクリート状ブロックに及んでよい。
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【０１２４】
　所望により、ミキサー内の望ましい温度分布を得るために、加熱及び冷却デバイスを混
合装置に隣接させて熱をかけるか、除去してよい。例えば、外部熱源を成分注入口、吸気
口部、最終出口部などの、ミキサーの１個以上の円筒部にかけて、処理中の混合物の流動
性を増加させてよい。好ましくは、排出孔などでの、処理中の混合物の温度は、好ましく
は約２０～９０℃に維持される。
【０１２５】
　成分の処理が終わるとき、放出型打ち機によって混合物をミキサーから放出してよい。
組成物は最終的に硬化する。固化工程は、数分～約６時間続いてよく、例えば、キャスト
又は押し出し組成物の寸法、組成物の成分、組成物の温度、及び他の類似の要因によって
決まる。好ましくは、キャスト又は押し出し組成物は、約１分～約３時間、好ましくは約
１分～約２時間、好ましくは約１分～約２０分以内に、「硬化する（ｓｅｔ　ｕｐ）」又
は固形状に硬化し始める。
【０１２６】
　包装レセプタクル又は容器は、硬いか、若しくは柔軟であり、そして例えばガラス、金
属、プラスチックフィルム若しくはシート、厚紙、厚紙複合体、紙などの、本発明によっ
て製造された組成物を含むのに適した任意の材料からなることができる。
【０１２７】
　有利なことに、組成物は大気温度で又は大気温度付近で処理されるから、処理された混
合物の温度は、材料を構造的に痛めることなく、混合物が容器又は他の包装装置中に直接
キャストされ、又は押し出されてよいほどに低い。結果として、溶融条件下で処理及び分
配される組成物に利用されるものより多くの種類の材料を使用して、容器を製造してよい
。組成物を包含するのに使われる好ましい包装は、柔軟な、開けやすいフィルム材料から
製造される。
【０１２８】
　包装材料は、水溶性包装フィルムなどの水溶性包装材料として与えられることがある。
典型的な水溶性包装フィルムは、米国特許第６，５０３，８７９号；第６，２２８，８２
５号；第６，３０３，５５３号；第６，４７５，９７７号；及び第６，６３２，７８５号
に開示されていて、それらの開示内容は参照により本明細書に援用される。濃縮物を包装
するのに使用され得る包装材料を提供できる典型的な水溶性ポリマーとしては、ポリビニ
ルアルコールが挙げられる。包装された濃縮物は、一回使用包装体又は複数使用包装体と
して与えられることがある。一回使用包装体の場合には、一回包装ユニットが、皿洗い機
、皿洗い機の洗剤区画などに置かれ、一回の皿洗いサイクル中に使い切られることが分か
る。複数使用包装体の場合には、そのユニットがホッパーに置かれ、水の流れが濃縮物の
表面を分解して、皿洗い機に入れられることになる液体濃縮物を生じさせると分かる。
【０１２９】
　本発明に使用してよい適切な水溶性ポリマーは、Ｄａｖｉｄｓｏｎ及びＳｉｔｔｉｇの
、「Ｗａｔｅｒ　Ｓｏｌｕｂｌｅ　Ｒｅｓｉｎｓ」、Ｖａｎ　Ｎｏｓｔｒａｎｄ　Ｒｅｉ
ｎｈｏｌｄ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ニューヨーク（１９６８年）に開示されていて、参照によ
り本明細書に援用される。水溶性ポリマーは、機械ハンドリングを許容するように、強度
及び柔軟性などの適切な特性を有するべきである。好ましい水溶性ポリマーとしては、ポ
リビニルアルコール、セルロースエーテル、ポリエチレンオキシド、でんぷん、ポリビニ
ルビロリンドン、ポリアクリルアミド、ポリビニルメチルエーテル－無水マレイン酸、ポ
リ無水マレイン酸、スチレン無水マレイン酸、ヒドロキシエチルセルロース、メチルセル
ロース、ポリエチレングリコール、カルボキシメチルセルロース、ポリアクリル酸塩、ア
ルギネート、アクリルアミドコポリマー、グアーガム、カゼイン、エチレン－無水マレイ
ン酸樹脂種、ポリエチレンイミン、エチルヒドロキシエチルセルロース、エチルメチルセ
ルロース、ヒドロキシエチルメチルセルロースが挙げられる。より低い分子量の水溶性ポ
リビニルアルコールフィルム形成ポリマーが通常は好ましい。使用できるポリビニルアル
コールとしては、約１，０００～約３００，０００、約２，０００～約１５０，０００、



(27) JP 5567348 B2 2014.8.6

10

20

30

40

50

約３，０００～約１００，０００の重量平均分子量を有するものが挙げられる。
【０１３０】
　固形洗剤組成物の分配
　本願発明により作られた固形洗剤組成物は、米国特許第４，８２６，６６１号、第４，
６９０，３０５号、第４，６８７，１２１号、第４，４２６，３６２号並びに米国特許再
発行第３２，７６３号及び第３２，８１８号に開示されるものなど（それらの開示内容は
参照により本明細書に援用される）のスプレー型ディスペンサーから分配されることがあ
る。要約すると、スプレー型ディスペンサーは、固形組成物の曝露表面上に水スプレーを
当てて、組成物の一部分を溶解させ、次に、すぐにディスペンサーから出た組成物を含む
濃縮物溶液を貯蔵容器に又は直接使用部に向けることによって、機能する。使用時に、製
品は、包装（例えば）フィルムから除去されて、ディスペンサーに入れられる。水のスプ
レーは、ノズルにより固形洗剤形状に適合する形状にされる。ディスペンサー筐体は、不
適切な洗剤の導入及び分配を防ぐ分配装置内の洗剤形状に上手く適合できる。
【０１３１】
　固形洗剤組成物が単位容量として提供されるとき、固形洗剤組成物は洗浄環境に導入さ
れて、使用溶液を形成できる。製品洗濯機の場合には、単位容量を製品洗濯機中に入れる
ことができる。単位容量を製品洗濯機中に手動で入れることができ、又はそれを機械的に
製品洗濯機中に分配することもできる。さらに、単位容量を使用して、次に製品洗濯機中
に導入される濃縮物を形成できる。
【０１３２】
　使用
　固形洗剤組成物は、固形組成物、洗浄組成物、又は組成物と呼ばれることもある。固形
洗剤組成物は、自動皿洗い又は製品洗濯機、その中での洗い流し剤としての使用、洗濯、
炊事用具クリーナー、回転する揚げ物及び高脂肪の揚げ物用クリーナー、床などの環境で
、並びに流し台のガラス製品、皿などの手動洗いにおいて、洗浄に利用できる。さらに、
固形洗剤組成物とは、濃縮物の形態で与えられる又は使用組成物の形態で与えられる組成
物をいうこともある。一般に、濃縮物は、水で希釈されて、表面と接触して洗浄などの望
ましい効果を生む使用組成物を与えることを目的とする組成物である。さらに、洗剤組成
物は、例えば、瓶洗浄及び車両洗浄などの、環境に使用され得る。
【０１３３】
　洗浄されることになる製品と接触するために溶解させられる固形洗剤組成物を使用組成
物ということもできる。使用組成物は、望ましい水準の洗浄性を与える固形分濃度で提供
され得る。固形分濃度とは、使用組成物中の非水成分の濃度をいう。使用組成物を提供す
るための希釈の前の固形洗剤組成物を固形組成物、固形洗剤組成物、又は濃縮物というこ
とができる。
【０１３４】
　使用の位置又は場所で水又は他の水媒体により濃縮物を溶解させ、使用組成物を提供す
るように、固形洗剤組成物を使用できる。固形洗剤組成物を自動皿洗い又は製品洗濯機内
で用いる多くの場合には、使用の位置又は場所が自動皿洗い又は製品洗濯機の内部である
と予想される。固形洗剤組成物が住居用又は家庭用皿洗い機に使用されるとき、組成物は
皿洗い機の洗剤区画に置かれ得る。多くの場合、洗剤区画は、皿洗い機の扉に位置する。
固形洗剤組成物は、一回使用量の固形洗剤組成物を区画に導入させる形態で提供され得る
。一般に、一回使用量とは、一度の製品洗浄サイクルに適した固形洗剤組成物の量をいう
。多くの工業用皿洗い又は製品洗濯機では、そして特定の住居用又は家庭用皿洗い機でさ
えも、大容量の固形洗剤組成物が、製品洗浄又は皿洗浄サイクル当たり一回の使用量の組
成物の放出を可能にする区画内に提供され得ると予期される。そのような区画は、製品洗
浄若しくは皿洗い機の一部として準備されてよく、又はそれは組成物を製品洗浄若しくは
皿洗い機に輸送するためのホースによって製品洗浄若しくは皿洗い機とつながっている分
離構造体として準備されてよい。例えば、固形洗剤組成物のブロックはホッパーに与えら
れ、水はブロックの表面に対してスプレーされて、皿洗い機中に導入することができる液
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体濃縮物を提供してよい。ホッパーは、皿洗い機の一部でよく、又はそれは皿洗い機から
離して準備してよい。
【０１３５】
　濃縮物を希釈して使用組成物するのに使われる水は希釈の水と呼ばれることがあり、そ
して、場所によって異なる。ある場所で適切な水は比較的低い濃度の全溶解固形分を有す
るかもしれず、他の場所の水は比較的高い濃度の全溶解固形分を有するかもしれないこと
が分かる。一般に、硬水は、２００ｐｐｍを超える全溶解固形分を有する水と見なされる
。本発明による製品洗浄洗剤組成物は、洗浄性が軟水である希釈の水又は硬水である希釈
の水の存在下で生まれるように、提供され得る。
【０１３６】
　使用組成物は、使いすぎて固形洗剤組成物を浪費することを避けながら、洗浄の望まし
い水準を達成するのに十分な固形分を有することができる。ほとんどの実施形態では、使
用溶液に存在する固体は溶液中で安定であり、それらは使用溶液に分散し、使用中の沈殿
及び速い分解のない状態が続くことを意味している。一般に、使用組成物は、少なくとも
約０．０５重量％の固形分を有し、望ましい水準の洗浄を達成できる。さらに、使用組成
物は、約１．０重量％未満の固形分を有し、組成物の使いすぎを避けることができる。さ
らに、使用組成物は、約０．０５重量％～約０．７５重量％の固形分を有することができ
る。ある実施形態では、固形洗剤組成物は水媒体に容易に溶解し、約３～５重量％の、さ
らなる実施形態では約４重量％の固形分を有する使用溶液を形成する。使用組成物は、水
を用いて、濃縮物の利便性を与えて、望ましい洗浄性を有する使用組成物を形成させる希
釈比で希釈することにより、濃縮物から調製され得る。濃縮物は約２０以上：１の、水：
濃縮物の比で希釈され、約２０：１～約２０００：１でよく、望ましい洗浄性を有する使
用組成物を提供できる。
【０１３７】
　上記明細書は、本発明の一般的な境界を理解するための基準を与える。次の実施例及び
試験データは、本発明の特定の具体的な実施形態の理解を促す。実施例は、前記で説明さ
れた本発明の範囲を制限するものではない。本発明の概念内の変化は当業者に明白である
。
【実施例】
【０１３８】
　次の実施例は説明のために提供されるのであって、限定するためのものではない。
【０１３９】
　原料及び製造業者
　コラトロープ（Ｃｏｌａｔｒｏｐｅ）又はコラトロープ（Ｃｏｌａｔｒｏｐｅ）－ＩＮ
Ｃ：イソノナン酸ナトリウム：コロニアルケミカル（Ｃｏｌｏｎｉａｌ　Ｃｈｅｍｉｃａ
ｌ）社、チャタヌーガ、テネシー州、商標名コラ（ＣＯＬＡ）（登録商標）トロープ（Ｔ
ＲＯＰＥ）－ＩＮＣ。また下記表では「ＩＮＮ」と表される。
　ミラノール（Ｍｉｒｏｎａｌ）ＦＢＳ：ジカルボン酸ヤシ油誘導体。ナトリウム塩、３
８％。
　デヒポン（Ｄｅｈｙｐｏｎ）ＬＳ－３６：低発泡性脂肪アルコールＣ12－Ｃ14ＥＯ／Ｐ
Ｏ誘導体界面活性剤、フィッツケム（Ｆｉｔｚ　Ｃｈｅｍ）社。
　Ｄ－５００：エトキシ－プロポキシコポリマー、商標名スルホニック（ＳＵＲＦＯＮＩ
Ｃ）Ｄ－５００、ハンツマン・インターナショナル（Ｈｕｎｔｓｍａｎ　Ｉｎｔｅｒｎａ
ｔｉｏｎａｌ）社。
　ベルセノール（Ｖｅｒｓｅｎｏｌ）１２０キレート化剤：ヒドロキシエチリデン三酢酸
４０％（ＨＥＤＴＡ）、ダウ・ケミカル（Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）社。
　ジェナポール（Ｇｅｎａｐｏｌ）ｗ－０３０：分岐鎖非イオン性界面活性剤、クラリア
ント・ファンクショナル・ケミカルズ（Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌｓ）社、Ｍｕｔｔｅｎｚ、スイス。
　ジェナポール（Ｇｅｎａｐｏｌ）ＵＤ－０３０：分岐鎖非イオン性界面活性剤、クラリ
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アント・ファンクショナル・ケミカルズ（Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌｓ）社、Ｍｕｔｔｅｎｚ、スイス。
【０１４０】
　溶解速度試験法
　本発明に使用される試験法としては３つの先進的な試験法が挙げられる。第一の試験法
は、溶解速度試験法である。この試験法は、固体が水に各種の温度で加えられるときの固
体の溶解速度を測定する。本試験法は次のとおりである：
１．３５００ｍＬの軟水をホットプレート上の４０００ｍＬビーカー内で指定温度にする
。
２．スクリーン支持体をビーカーに付ける（スクリーン支持体位置の例、ビーカーの底か
ら７．５ｃｍ）。
３．試験される予定の固体サンプルの重量を記録する。
４．水が指定温度に達したら、サンプルを加え、ストップウオッチを起動する。
５．サンプルがスクリーン上に全くないときの時間を記録する。
【０１４１】
　下に示された全溶解速度試験結果は、他に示さない限り、上記手順によって１５５0Ｆ
で実行された。溶解速度試験法は、他の指定温度で、又は室温を超えて水溶液の沸点より
低い温度で、実行されてもよい。実施例の指定温度としては、例えば、限定されるもので
はないが、１３０0Ｆ及び１９０0Ｆが挙げられる。さもなければ標準的な室温、圧力など
の条件を応用できる。
【０１４２】
　イソノナン酸ナトリウムを含む本発明による固形洗剤組成物は、同時に、分岐鎖脂肪酸
分解剤を欠いている洗剤組成物処方と類似の溶解試験と比較された。
【０１４３】
　実施例Ａ～Ｂ及び比較例Ｃ～Ｅ
　実施例Ａ及びＢは、イソノナン酸ナトリウム（コロニアルケミカル（Ｃｏｌｏｎｉａｌ
　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）社）を含む固形洗剤処方である。イソノナン酸ナトリウムなどの分
岐鎖脂肪酸分解剤を含まない実施例Ｃ、Ｄ、及びＥで表された類似処方と比較する。溶解
速度試験結果は、分岐鎖脂肪酸分解剤を含む実施例Ａ及びＢが向上した速度で溶解したこ
とを実証した。実施例Ａは、比較例Ｄの３倍速く、実施例Ｃの４倍速く、実施例Ｅの５倍
以上速く、溶解した。
【０１４４】
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【表１】

【０１４５】
　実施例Ａの溶解速度は、１００ｇ／分であった。分岐鎖脂肪酸分解剤の代わりの灰及び
水の組み合わせに関する類似処方は、１５ｇ／分のより遅い溶解速度を有する。したがっ
て、分岐鎖脂肪酸分解剤の存在、この特定の実施例では、イソノナノン酸（ｉｓｏｎｏｎ
ａｎｏｎａｔｅ）ナトリウムは、溶解速度を分岐鎖脂肪酸分解剤のない速度の約３倍、よ
り好ましくは５倍にする。
【０１４６】
　実施例Ｆ～Ｍ固形洗剤組成物及び比較例Ｎ～Ｑ
　表２～５に示された追加データは、各種の分岐鎖脂肪酸分解剤の分解を直鎖（非分岐鎖
）脂肪酸と比べて実証した。実施例Ｆ～Ｍは、分岐鎖脂肪酸分解剤を含む固形洗剤組成物
である一方、比較例Ｎ～Ｑは、直鎖脂肪酸の置換基を除いて同様の処方を有する。各種の
実施例Ｆ～Ｍに示されたとおり、イソノナン酸、イソオクタン酸、ネオデカン酸、ネオペ
ンタン酸が、様々な量のイソノナノン酸（ｉｓｏｎｏｎａｎｏｎａｔｅ）ナトリウムとと
もに利用された。溶解速度は、上述の溶解速度試験によって測定された。実施例Ｆ～Ｍの
固形洗剤組成物は、重灰で固化された固形洗剤組成物の少なくとも１５ｇ／分の向上した
溶解を実証する。その主鎖がオクタン酸以上（例えば、Ｃ9～Ｃ12分岐鎖脂肪酸分解剤）
である分岐鎖脂肪酸分解剤を利用する実施例Ｆ～Ｋは、試験条件下で３０ｇ／分を超える
溶解を実証する。
【０１４７】
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【表２】

【０１４８】
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【表３】

【０１４９】
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【表４】

【０１５０】
　参考例Ｒ～Ｕ固形洗剤組成物
　固形洗剤組成物Ｓ及びＵは、有機結合剤と併用した分岐鎖脂肪酸分解剤を含む洗い流し
剤として処方される。同様に処方された分岐鎖脂肪酸分解剤を欠くＲ及びＴと比較したと
おり、分解速度の向上を示す。
【０１５１】
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【表５】

【０１５２】
　実施例Ｗ固体材料を保護する機械製品洗浄洗剤組成物及び比較例Ｖ
【０１５３】
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【表６】

【０１５４】
　実施例Ｙ固体の機械製品洗浄洗剤組成物及び比較例Ｘ
【０１５５】

【表７】

【０１５６】
　実施例ＡＡ及びＡＣ固体の手動炊事用具洗剤組成物並びに比較例Ｚ及びＡＢ
【０１５７】
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【表８】

【０１５８】
　実施例ＡＥ及びＡＧ固体の床クリーナー洗剤組成物並びに比較例ＡＤ及びＡＦ
【０１５９】

【表９】

【０１６０】
　実施例ＡＩ固体つけおき洗剤組成物及び比較例ＡＫ
【０１６１】
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【表１０】

【０１６２】
　実施例ＡＪ固体油性洗浄剤の洗剤組成物及び比較例ＡＫ～ＡＭ
【０１６３】
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【表１１】

【０１６４】
　実施例ＡＮ～ＡＱ及び比較例ＡＲ～ＡＶ：分岐鎖及び直鎖脂肪酸を含む洗剤組成物の比
較
　表１２に示された実施例ＡＮ～ＡＱの固形洗剤組成物は、各種の分岐鎖脂肪酸分解剤の
分解活性を、表１３に示された直鎖（非分岐鎖）脂肪酸を含む類似の処方と比べて実証し
た。各種の実施例ＡＮ～ＡＱに示されたとおり、イソノナン酸、イソオクタン酸、ネオデ
カン酸、ネオペンタン酸が、様々な量のイソノナノン酸（ｉｓｏｎｏｎａｎｏｎａｔｅ）
ナトリウムとともに利用された。溶解速度は、上述の溶解速度試験によって測定された。
実施例ＡＮ～ＡＱの固形洗剤組成物は、重灰で固化された固形洗剤組成物の少なくとも１
５ｇ／分の向上した溶解を実証する。その主鎖がオクタン酸以上（例えば、Ｃ9～Ｃ12分
岐鎖脂肪酸分解剤）である分岐鎖脂肪酸分解剤を利用する実施例ＡＮ～ＡＰは、試験条件
下で３０ｇ／分を超える溶解を実証する。
【０１６５】
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【表１２】

【０１６６】
　比較例：直鎖脂肪酸を含む洗剤組成物
【０１６７】
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【表１３】

【０１６８】
　ステンレス鋼からの遊離油の除去
　本願発明のために開発された次の方法は、ステンレス鋼スライドからの遊離油を除去す
る能力について溶解液を試験した。次の方法が開発され、使用されて、この特許出願のデ
ータを生み出した。
【０１６９】
　１．使用済み天ぷら油及び天ぷら油クリーナー液の１００ｍＬ溶液を２５０ｍＬビーカ
ー内で調製する。溶液は、２体積％の油となるべきである。固形洗剤組成物の試験につい
ては、天ぷらクリーナー液は、約５重量％のクリーナーとなるべきである。１００ｍＬ溶
液の作成について下記表１４を参照のこと。
【０１７０】
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【表１４】

【０１７１】
　２．ステンレス鋼スライドを洗浄、乾燥及び秤量する。スライドの寸法は、約１．５イ
ンチ長及び１．０インチ幅となるべきである。小数点以下４桁まで測定できるスライドを
秤量するための秤を使用する。各ビーカーのクリーナー液について、２つのスライドを用
意する。
　３．ホットプレートを使い、油／クリーナー液を沸騰するまで加熱する。
　４．溶液が沸騰したら、２つの前秤量したスライドを各ビーカーの溶液に入れる。
　５．スライドを溶液の温度にさせる。
　６．トングでスライドを取り出し、それらを空気乾燥させる。どちらも卓上で平らにな
らないように、斜面上でスライドを乾燥する。
　７．スライドを再秤量し、油残留物のｇ／平方インチを算出する。
　８．最も有効な洗浄製品は、最低の油残留物のｇ／平方インチを有するであろう。
【０１７２】
　表１５は、分解剤及び溶解度向上剤が機能するのに十分な量のイソノナン酸、ナトリウ
ム塩を含む固形洗剤組成物の幾つかの処方を示す。表１５からの固形洗剤処方は、上記試
験法によってスライドに結合させた遊離油の量を減らすための他の洗剤組成物に対する比
較試験に使用される。結果は表１６に示される。
【０１７３】
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【表１５】

【０１７４】
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【表１６】

【０１７５】
　前述の説明からも明らかであるが、本発明の特定の実施形態は、説明のために本明細書
で記述されているが、本発明の理念及び範囲から外れることなく、各種の改良が行なわれ
てよい。それ故に、本発明は、添付の特許請求の範囲によること以外に限定されることは
ない。
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